




















































令和６年度海老名市介護保険事業特別会計決算について 

【概要】 

１ 第１号被保険者数 

 
 

２ 認定者数 

 

６５歳以上７５歳未満 15,678 11.3 15,008 10.7 14,318 10.2

７５歳以上 18,403 13.2 19,282 13.8 20,139 14.3

６５歳以上計 34,081 24.5 34,290 24.5 34,457 24.5

市人口 139,170 100.0 139,935 100.0 140,916 100.0

令和５年３月末現在

人数
(人)

構成比
(％)

区　　　　　分

令和６年３月末現在 令和７年３月末現在

人数
(人)

構成比
(％)

人数
(人)

構成比
(％)

要支援１ 749 12.8 796 12.9 6.3 875 13.4 9.9

６５歳以上７５歳未満 76 1.3 80 1.3 5.3 73 1.1 △ 8.8

 ７５歳以上 658 11.2 702 11.4 6.7 789 12.0 12.4

 第２号被保険者 15 0.3 14 0.2 △ 6.7 13 0.2 △ 7.1

要支援２ 962 16.4 970 15.7 0.8 992 15.1 2.3

６５歳以上７５歳未満 95 1.6 79 1.3 △ 16.8 80 1.2 1.3

 ７５歳以上 841 14.4 866 14.0 3.0 890 13.6 2.8

 第２号被保険者 26 0.4 25 0.4 △ 3.8 22 0.3 △ 12.0

要介護１ 1,452 24.8 1,590 25.7 9.5 1,655 25.3 4.1

６５歳以上７５歳未満 173 3.0 179 2.9 3.5 136 2.1 △ 24.0

 ７５歳以上 1,242 21.2 1,378 22.3 11.0 1,484 22.7 7.7

 第２号被保険者 37 0.6 33 0.5 △ 10.8 35 0.5 6.1

要介護２ 889 15.2 976 15.8 9.8 1,020 15.6 4.5

６５歳以上７５歳未満 96 1.6 107 1.7 11.5 101 1.5 △ 5.6

 ７５歳以上 768 13.1 845 13.7 10.0 890 13.6 5.3

 第２号被保険者 25 0.4 24 0.4 △ 4.0 29 0.4 20.8

要介護３ 763 13.0 772 12.5 1.2 822 12.6 6.5

６５歳以上７５歳未満 85 1.5 66 1.1 △ 22.4 72 1.1 9.1

 ７５歳以上 663 11.3 686 11.1 3.5 730 11.1 6.4

 第２号被保険者 15 0.3 20 0.3 33.3 20 0.3 0.0

要介護４ 648 11.1 683 11.0 5.4 756 11.5 10.7

６５歳以上７５歳未満 72 1.2 82 1.3 13.9 75 1.1 △ 8.5

 ７５歳以上 557 9.5 585 9.5 5.0 663 10.1 13.3

 第２号被保険者 19 0.3 16 0.3 △ 15.8 18 0.3 12.5

要介護５ 387 6.6 398 6.4 2.8 428 6.5 7.5

６５歳以上７５歳未満 50 0.9 46 0.7 △ 8.0 51 0.8 10.9

 ７５歳以上 325 5.6 336 5.4 3.4 361 5.5 7.4

 第２号被保険者 12 0.2 16 0.3 33.3 16 0.2 0.0

合　　計 5,850 100.0 6,185 100.0 5.7 6,548 100.0 5.9

６５歳以上７５歳未満 647 11.1 639 10.3 △ 1.2 588 9.0 △ 8.0

 ７５歳以上 5,054 86.4 5,398 87.3 6.8 5,807 88.7 7.6

 第２号被保険者 149 2.5 148 2.4 △ 0.7 153 2.3 3.4

構成比
(％)

人数
（人）

構成比
(％)

増減率
(％)

区　　　　　分

令和７年３月末現在令和５年３月末現在 令和６年３月末現在

増減率
(％)

人数
（人）

構成比
(％)

人数
（人）
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３ 決算額 

  令和５年度：（歳入） 95 億 424 万 4,167 円 

（歳出） 92 億 2,267 万 7,546 円 差引：2億 8,156 万 6,621 円 

 

  令和６年度：（歳入）100 億 1,811 万 8,253 円 

（歳出） 97 億 4,784 万 6,925 円 差引：2億 7,027 万 1,328 円 

 

 

 

 

 

65 歳以上の方（第１号被保険者）の介護保険料が 2,291,696 千円で全体の

22.9％、介護給付費の国庫負担金が 1,539,886 千円で全体の 15.4％、40 歳

から 64 歳までの方（第２号被保険者）の介護保険料である支払基金交付金

が 2,427,269 千円で全体の 24.2％などとなっています。 

訪問介護や通所介護などの介護サービスを利用した際に支払われる介護

サービス諸費が 8,324,353 千円で全体の 85.4％となり、歳出のほとんどを

占めています。その他では、介護予防事業費が 298,191 千円、高額サービス

費が 279,353 千円などとなっています。 

【歳 入】 

【歳 出】 
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４ 介護保険給付等準備基金残高 

 

○ 令和６年度末時点：12 億 1,866 万 5,451 円 

○ 令和６年度決算により、 

歳入歳出差引額 2億 7,027 万 1,328 円のうち、 

国等への返還による精算を行った残額、約 1億 4,500 万円を積立する予定 

 ○ 現時点での令和７年度予算にて、 

5 億 1,712 万 1 千円を切り崩して財源とするため、 

令和７年度末時点の残高は約 8億 4,654 万円余りとなる見込み 

（単位　円）

事業期間
（基準保険料）

年度 前年度末残高 積立額 利子 取崩額 年度末残高

H12 33,630,000 0 0 33,630,000

H13 33,630,000 136,206,000 51,195 0 169,887,195

H14 169,887,195 82,408,000 60,670 15,368,000 236,987,865

H15 236,987,865 39,083,000 68,604 14,750,149 261,389,320

H16 261,389,320 38,368,000 40,059 90,263,533 209,533,846

H17 209,533,846 82,912,000 33,262 87,381,766 205,097,342

H18 205,097,342 44,465,000 363,560 3,171,000 246,754,902

H19 246,754,902 90,247,000 1,736,995 22,468,000 316,270,897

H20 316,270,897 68,167,000 2,690,094 15,953,000 371,174,991

H21 371,174,991 137,292,337 2,273,370 58,787,000 451,953,698

H22 451,953,698 87,288,656 646,313 86,988,000 452,900,667

H23 452,900,667 65,044,385 1,287,877 100,000,000 419,232,929

H24 419,232,929 20,085,083 556,177 81,576,000 358,298,189

H25 358,298,189 145,646,442 465,787 126,767,000 377,643,418

H26 377,643,418 107,132,257 472,054 191,657,000 293,590,729

H27 293,590,729 165,425,511 589,581 11,485,000 448,120,821

H28 448,120,821 124,909,109 787,270 26,426,000 547,391,200

H29 547,391,200 121,490,528 443,208 74,013,000 595,311,936

H30 595,311,936 177,113,773 169,456 38,551,000 734,044,165

R1 734,044,165 282,033,061 190,629 179,321,000 836,946,855

R2 836,946,855 396,444,373 125,542 240,819,000 992,697,770

R3 992,697,770 499,713,000 178,196 29,893,000 1,462,695,966

R4 1,462,695,966 79,414,000 204,216 147,486,000 1,394,828,182

R5 1,394,828,182 189,135,000 140,247 217,226,000 1,366,877,429

R6 1,366,877,429 140,208,706 2,050,316 290,471,000 1,218,665,451

R7 1,218,665,451 145,617,182 0 517,747,000 846,535,633

R8 846,535,633 846,535,633

第７期
（5,120円）

第８期
（5,180円）

第９期
（5,353円）

第１期
（2,784円）

第２期
（2,952円）

第３期
（3,500円）

第４期
（3,500円）

第５期
（3,900円）

第６期
（4,390円）
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 歳 入 （単位：円）  歳 出 （単位：円）

円 円
 1 保険料 2,291,696,251  1  総務費 262,172,502

 1 介護保険料 2,291,696,251  1 総務管理費 161,937,189

 2 国庫支出金 1,789,424,035  2 徴収費 12,217,726

 1 国庫負担金 1,539,885,950  3 介護認定審査会費 88,017,587

 2 国庫補助金 249,538,085  2  保険給付費 8,627,748,584

 3 支払基金交付金 2,427,268,683  1 介護サービス諸費 8,324,353,676

 1 支払基金交付金 2,427,268,683  2 高額サービス費 279,353,549

 4  県支出金 1,317,055,282  3 諸費 8,243,759

 1 県負担金 1,235,680,097  4 市町村特別給付費 15,797,600

 2 県補助金 81,375,185  3  地域支援事業費 507,094,482

 5 財産収入 2,050,316  1 介護予防･生活支援サービス事業費 21,357,492

 1 財産運用収入 2,050,316  2 包括的支援事業･任意事業費 208,903,480

 6  繰入金 1,896,443,000  3 一般介護予防事業費 62,885,457

 1 他会計繰入金 1,605,972,000  4 介護予防･日常生活支援総合事業費 213,948,053

 2 基金繰入金 290,471,000  4 保健福祉事業費 75,845,642

 7 繰越金 281,566,621  1 保健福祉事業費 75,845,642

 1 繰越金 281,566,621  5  基金積立金 142,259,022

 8 諸収入 12,614,065  １  基金積立金 142,259,022

 1 延滞金･加算金及び過料 0  6  諸支出金 132,726,693

 2 市預金利子 173,264  1 償還金及び還付加算金 77,381,915

 3 雑入 12,440,801  2 繰出金 55,344,778

 7  予    備    費 0

 1 予備費 0

10,018,118,253 9,747,846,925

歳入・歳出　差引額 270,271,328

合　計合　計

令和６年度　海老名市介護保険事業特別会計歳入歳出決算書

款 項 決算額 款 項 決算額

資料１【参考】



















































えびな高齢者プラン 21【第９期】令和６年度評価について 

 

１ えびな高齢者プラン 21 第９期計画における新規及び重点事業の令和６年度評価 

計画の基本目標を達成するための施策のうち、新規及び重点施策とした事業の令和６年

度実績及び評価について以下のとおり報告します。 

 

（１）新規・重点事業 

事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標１ 

 （１）生きがいと健康づくり 

  ①高齢者の健康維持・増進 

   サ 高齢者訪問事業の

実施 

［参考Ｐ４］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

支援が必要であるにもかかわ

らず、医療・介護・福祉のサービ

スに結びついていない地域の高

齢者に対して、医師・歯科医師が

訪問し、必要なサービスにつな

げ、高齢者の孤立を予防します。 

・アンケート送付数 353 件 

・アンケート返信者 188 件 
 

【アンケート返信者の内訳】 

・医科又は歯科等利用 159 件 

・介護保険サービス利用 159 件 

・訪問（医師２件、歯科医師６件） 

医師又は歯科医師に

よる訪問に繋がる件数

が少ない状況です。 

対象者の把握は難し

い現状ですが、アンケー

ト以外の把握方法の検

討や、民生委員やケアマ

ネジャーなどへの周知

を行い、必要な高齢者に

必要な支援が行えるよ

うにしていきたいと考

えます。 

   シ フレイル予防事業 

［参考Ｐ４］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

フレイルチェックを通して、自

身の状態を把握し、必要な取り組

み内容等を情報提供することで

フレイル予防を図ります。 

・サポーター養成数 

 計画 30 人／実績３人 

・ﾌﾙﾌﾚｲﾙﾁｪｯｸ実施者数 

 計画 198 人／実績 278 人 

・簡易ﾌﾚｲﾙﾁｪｯｸ 実施者数 

 計画 400 人／実績 257 人 

サポーター養成数が

少なかった理由として、

認知度の低さが考えら

れます。 

一方で、ﾌﾙﾌﾚｲﾙﾁｪｯｸ及

び簡易ﾌﾚｲﾙﾁｪｯｸができ

たことでフレイルの認

知度の向上と自身の健

康状態への意識付けが

図られたと考えます。 

事業の成果は、医療費

の抑制や要介護認定者

数の減少として現れる

ものと期待しますが、長

期的なモニタリングが

必要であると考えます。 

P1
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標２ 

 （６）市町村特別給付及び保健福祉事業の実施 

  ② 保健福祉事業 

   ア デマンド型交通の

実施 

［参考Ｐ27］ 

〈福祉政策課〉 

これまでの公共交通等では支

援が届かない高齢者に対して、外

出機会を増やすことにより、介護

予防や健康増進等を促進するこ

とを目的に、デマンド型交通高齢

者外出支援事業（実証実験）「愛

称：えび～くる」の運行を令和６

年６月 24 日から開始しました。 

○運行実績 

 ・運行日数：201 日 

 ・登録申込者数：1,521 人 

・利用者数：7,871 人 

登録者・利用者は順調

に増加しています。 

引き続き、チラシ配布

やデジタルサイネージ

等を活用し、利用促進を

図ってまいります。 

また、利便性向上、利

用者拡大のため、利用要

件等の運行内容の見直

しを検討してまいりま

す。 
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（２）重点事業 

事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標１ 

 （１）生きがいと健康づくり 

  ①高齢者の健康維持・増進 

   コ 高齢者の保健事業

と介護予防の一体的

な実施 

［参考Ｐ３］ 

〈国保医療課〉 

【腎症重症化予防】 

事業対象者 17 人の内、11

人に対し生活指導確認書受

理、８人に訪問指導を実施し

ました。 

＜訪問指導内訳＞ 

内科受診   １人 

生活習慣改善 ６人 

指導継続中  １人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業対象者 17 人の内１人

内科受診、６人生活習慣改善

がみられており、一定の効果

があったと考えられます。 

指導実施の割合は47%であ

った（令和５年度 42%）。前年

度以上の指導率となってい

ます。 

海老名市医師会と連携を

取り、生活指導確認書の記載

を依頼し、対象者へ医師から

保健指導を受けるよう勧奨

していただくことができま

した。 

本人の疾病に対する理解

度を確認しながら食事、運

動、減塩についてリーフレッ

トやその他媒体を使用し説

明、実践することができ、重

症化予防につなげることが

できたと考えます。 

   ［参考Ｐ３］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

【健康状態不明者把握事業】 

事業対象 258 人にアンケ

ートを送付しました。 

返信のなかった人のうち

102 人に訪問を実施し、23 人

の情報を包括へ提供しまし

た。 

 

 

 

アンケートの返信がない

高齢者へ訪問を実施するこ

とで、高齢者の健康状態を把

握し、必要な情報提供等を行

うことができました。 

また、地域包括支援センタ

ーへの情報提供が地域との

連携、地域でのセーフティー

ネットの構築の一助となっ

ていると考えています。 
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標１ 

 （１）生きがいと健康づくり 

  ①高齢者の健康維持・増進 

   コ 高齢者の保健事業

と介護予防の一体的

な実施 

［参考Ｐ３］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

【低栄養予防事業】 

事業対象者 110 人に対し

アンケートを送付し、返信者

のうち 17 人に講座を用いて

生活指導を行いました。 

未返信者は電話をし、電話指

導ができなかった人に関し

ては訪問で指導を行いまし

た。 

講座参加者の 13 名（約

76％）に体重維持・増加がみ

られ、講座の内容に効果があ

ったと評価しています。 

今後も、講座を実施し、低

栄養の予防に努めます。 
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標２ 

 （３）地域支援事業の充実 

  ②包括的支援事業 

   ア 地域包括支援センターの運営 

    ａ 基幹型地域包括

支援センター 

［参考Ｐ16］ 

〈地域包括ケア推

進課〉 

高齢者やその家族、支援者

等からの相談対応等を実施

しました。 

また、社会的課題を複合的

に抱える方への相談支援は

対応に苦慮することから、各

地域包括支援センターの統

括、総合調整、後方支援など

を目的として海老名市基幹

型地域包括支援センターを

設置し、高齢者虐待や複雑な

社会的課題を抱える方への

相談支援体制を強化いたし

ました。 

「必要な支援を包括的に

提供する」という地域包括ケ

アシステムの考え方のもと、

相談受付体制の充実として、

行政、地域包括支援センタ

ー、えびな在宅医療相談室、

生活支援コーディネーター、

認知症初期集中支援チーム

等の機関が相談を受けた際

に迅速に対応するため、各機

関職員の意識向上及び連携

の強化等を含めた相談受付

体制の充実を図ってまいり

ました。 

複雑化及び複合化する地

域住民の支援ニーズを掘り

起こし、それに対応すべく、

これまでの制度による縦割

りを超え、対象者の属性に関

わりなく庁内各関係部署と

地域福祉において中心的な

役割を担っている海老名市

社会福祉協議会をはじめと

した関係機関との情報共有・

意見交換を密に行い、事案に

対し連携して取り組むよう、

より一層「地域包括ケアシス

テム」の深化を図ります。 
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標２ 

 （３）地域支援事業の充実 

  ②包括的支援事業 

   ア 地域包括支援センターの運営 

    ｂ 地域包括支援セ

ンター 

［参考Ｐ16-17］ 

〈地域包括ケア推

進課〉 

前年に引き続き①「介護支

援専門員に対する支援・指導

について」包括的・継続的ケ

アマネジメント支援事業、②

「地域包括支援センターの

広報について」組織・運営体

制、③「包括的支援事業実施

機関等との連携強化につい

て」包括的支援事業、新たに

④「家族介護者支援につい

て」総合相談支援事業を追加

しスタートしました。 

8050問題や困窮、障がい者

支援、医療、社会的孤立等多

岐にわたる複合的な問題を

抱えたケースが増え、多機関

と積極的に連携し継続的な

支援に取り組みました。 

重点的な取り組み事項で

ある、①「介護支援専門員に

対する支援・指導について」

包括的・継続的ケアマネジメ

ント支援事業②「地域包括支

援センターの広報について」

組織・運営体制③「包括的支

援事業実施機関等との連携

強化について」包括的支援事

業、そして新たにスタートし

た④「家族介護者支援につい

て」という課題に対して取り

組むことができました。 

    ｃ 地域ケア会議の

開催 

［参考Ｐ18］ 

〈地域包括ケア推

進課〉 

地域ケア個別会議を２回

実施しました。 

介護予防のための自立を

支援するための助言を受け、

ケアマネジメントのアセス

メント向上を図りました。 

今後も引き続き、地域ケア

個別会議を実施していきた

いと考えます。 
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標２ 

 （３）地域支援事業の充実 

  ②包括的支援事業 

   エ 認知症高齢者支援の推進 

    ａ 認知症初期集中

支援推進事業 

［参考Ｐ21］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

認知症になっても本人の

意思が尊重され、できる限

り住み慣れた地域で暮し続

けられるようにするため、

専門のチームが支援しま

す。 

・利用人数 

 計画 15 人／実績７人 

・相談件数（初期集中の対象

に至らなかった件数） 

 11 件 

認知症があるにも関わら

ず、医療や介護サービスに

つながっていない高齢者等

に対して早期介入を実現す

ることができました。 

しかし、地域からの相談

件数が依然として少ないた

め、チーム員活動における

関係機関等との連携強化、

地域住民への周知が必要で

す。 

    ｂ 認知症地域支援・ケア向上事業 

    （ｱ）認知症地域支援

推進員の配置および

活動の推進 

［参考Ｐ21］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

市内各地域包括支援セン

ターに配置し、毎月定例会

議を行うことで活動状況や

課題の共有を行い、市全体

で統一的な支援体制を構築

しました。 

地域支援推進員が、認知

症サポーター養成講座の講

師やチームオレンジの支

援、認知症普及啓発活動の

ためのロバ隊長のマスコッ

トの作成の指導などを行い

ました。 

各地域包括支援センター

に推進員を配置すること

で、日常的な相談から医療・

介護連携までの流れが円滑

に行うことができました。 

しかし、地域住民への認

知症地域支援推進員の認知

度向上と、相談体制の更な

る周知の強化が今後も必要

と考えます。 
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標２ 

 （３）地域支援事業の充実 

  ②包括的支援事業 

   エ 認知症高齢者支援の推進 

    ｂ 認知症地域支援・ケア向上事業 

    （ｲ）認知症ケアパス

の普及・啓発 

［参考Ｐ21］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

認知症サポータ養成講座

等で配布し、ケアパスの活

用紹介をすることで身近な

相談体制の認知を促進しま

した。 

また、認知症地域支援推

進員と意見交換を行い、地

域の実情に応じた内容の情

報更新を実施しました。 

市ホームページ、イベン

ト等で市民への周知・配布

を行っていることで、認知

症の人や家族が支援の流れ

を理解しやすくなり、早期

受診・認知症初期集中支援

チームへの円滑なつながり

を実現することができまし

た。 

また、認知症基本法にお

いて「本人の意思の尊重」が

明記されていることを踏ま

え、認知症本人・家族等が協

働して、定期的な意見交換

を行い、誰にとってもわか

りやすく、使いやすいケア

パスの改訂を行っていく必

要があります。 

    （ｳ）認知症疾患医療

センターとの連携 

［参考Ｐ21］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

「認知症初期集中支援チ

ーム」を県指定認知症疾患

医療センター（連携型）であ

るえびな脳神経クリニック

に委託先を変更したため、

より専門性の高い支援体制

の構築をすることができま

した。 

認知症疾患医療センタ―

の連絡会への参加や認知症

疾患医療センターが主催す

る市民公開講座への講師協

力などを行いました。 

認知症疾患医療センター

にも指定されている医療機

関が初期集中支援チームに

なることで、対応ケース数

が増加し、専門性の高い支

援や迅速な対応が可能とな

りました。 

また、地域包括支援セン

ター等との情報連携が一層

円滑となり、地域全体での

支援体制の強化につながり

ました。 

今後は、継続的な情報共

有と関係機関の連携体制の

維持・向上が課題として挙

げられます。 
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標２ 

 （３）地域支援事業の充実 

  ②包括的支援事業 

   エ 認知症高齢者支援の推進 

    ｂ 認知症地域支援・ケア向上事業 

    （ｴ）運転免許を失っ

た高齢者の相談支援

に関する協定 

［参考Ｐ22］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

毎月、神奈川県警から送

付される相談支援依頼書か

ら、必要な高齢者へ相談支

援を行います。 

 令和６年度は依頼があり

ませんでした。 

【参考】 

令和５年度 相談件数１件 

運転免許を失った高齢者

が生活に困らないよう支援

につなぐ体制が整備でき、

神奈川県警察との連携を強

化されました。 

今後も、必要な人に支援

が行えるようにしていきた

いと考えます。 

    ｃ 認知症サポーター活動促進・地域づくり支援事業 

    （ｱ） 認知症サポー

ター養成講座（任意

事業） 

［参考Ｐ22］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

認知症を正しく理解し、

認知症の人や家族を温かく

見守る応援者として、講座

を 25 回実施し、認知症サポ

ーターを養成しました。 

・養成者数 

 計画 400 人／実績 632 人 

小学校や医療機関など幅

広く実施したため、達成率

が伸びています。 

引き続き、講師を務める

キャラバンメイトの育成に

力を入れ、地域主体で実施

できるようにしていきま

す。 

    （ｲ）ステップアップ

講座 

［参考Ｐ22］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

認知症サポーター養成講

座を受講された方が認知症

について更なる理解を深め

るための認知症サポーター

ステップアップ講座を開催

していました。 

 

・講座実施回数：２回 

・受講者数：48 人 

・交流会実施回数：３回 

認知症サポーターステッ

プアップ講座を実施するこ

とにより、認知症支援の担

い手は増加していますが、

具体的な活躍の場がないの

が課題として挙げられま

す。 

介護ボランティアポイン

ト事業と連携し、ボランテ

ィア活動を通じての地域で

の認知症理解の促進、支援

の幅の拡充に努めます。 
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標２ 

 （３）地域支援事業の充実 

  ②包括的支援事業 

   エ 認知症高齢者支援の推進 

    ｃ 認知症サポーター活動促進・地域づくり支援事業 

    （ｳ）チームオレンジ

コーディネーターの

設置及びチームオレ

ンジの支援 

［参考Ｐ22］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

チームオレンジコーディ

ネーターを中心に、チーム

活動の支援や関係機関等と

の連携調整を実施し、地域

での見守り・啓発活動を推

進しました。 

海老名市では、令和６年

度から、チームオレンジが

活動を開始しました。 

 

・チームオレンジ：２チーム 

コーディネーターの設置

により、チームオレンジの

活動支援が地域に定着し、

支援の質と機動性が向上し

ました。 

また、関係機関等の情報

共有も円滑となり、地域で

の認知症支援体制強化に寄

与しました。 

今後は、日常生活圏域に

１チームを目指しており、

活動の担い手確保や新規参

加者の育成、チームオレン

ジについての周知活動等地

域全体で支えていく体制整

備が課題として挙げられま

す。 

    ｄ 認知症高齢者見

守り事業 

［参考Ｐ23］ 

〈地域包括ケア推進

課〉 

・ＳＯＳネットワーク登録

者数（実人数） 

 計画 216 人／実績 160 人 

 

・徘徊位置探索システム利

用者数（実人数） 

 計画 20 人／実績 16 人 

 

・あんしん補償事業登録者

数（実人数） 

 計画 216 人／実績 160 人 

 

見守りネットワークの仕

組みは整備されているもの

の、地域住民や企業等への

周知が十分ではなく、地域

全体の理解促進と新規協力

者の拡大が課題として挙げ

られます。 
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標２ 

 （３）地域支援事業の充実 

  ③ 任意事業 

   ア 家族介護支援事業 

［参考Ｐ23-24］ 

〈地域包括ケア推進課〉 

ゼロからわかる腸活セ

ミナー、リフレッシュ体

操、介護が楽になる排泄

ケア講座、知ってる？ダ

ブルケア、おなか元気教

室～今日から腸活、ベッ

ドからトイレへの移動の

サポートなどの教室を各

地域包括支援センター単

位で実施し、高齢者を介

護をしている家族の支援

を行いました。 

高齢者を介護してる家

族向けに教室を実施し、

多くの方々に参加しても

らえました。 

今後も、高齢者の介護

を行っている家族が、介

護方法や介護予防・介護

者自身の健康づくり等を

学び、介護者がリフレッ

シュできるような教室等

を検討し、継続していき

ます。 

 

 （４）権利擁護の推進 

  ① 高齢者虐待防止対策の推進 

   ア 広報・普及啓発 

［参考Ｐ25］ 

〈地域包括ケア推進課〉 

高齢者虐待防止月間

（11 月）に合わせて、地

域包括支援センターと協

力し高齢者虐待防止の普

及啓発ポスターを作成し

ました。 

ポスターは市内の医療

機関、薬局、コミセン、公

共施設などに掲示しまし

た。 

デジタルサイネージ、

広報等などで掲載を行

い、周知を図りました。 

高齢者虐待防止に関す

る普及啓発は継続的に行

う必要があり、毎年、月間

に合わせた普及啓発活動

を継続していきます。 

   イ ネットワーク構築 

［参考Ｐ25］ 

〈地域包括ケア推進課〉 

年 1回、海老名市高齢者

虐待対策地域連絡会を開

催し、関係機関との情報

共有を図りました。 

海老名市高齢者虐待対

策地域連絡会では年度の

総括を行いますが、虐待

防止施策、虐待防止周知

活動など幅広いテーマで

検討してまいります。 
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標２ 

 （４）権利擁護の推進 

  ① 高齢者虐待防止対策の推進 

   ウ 行政機関等の連携 

［参考Ｐ25］ 

〈地域包括ケア推進課〉 

警察からの高齢者虐待

事案通報票により、高齢

者虐待の情報共有を行い

ました。 

また、高齢者虐待事例

の対応について相談し、

協力依頼をすることもあ

りました。 

警察からの虐待通報対

応に対しては、基幹包括

支援センター通じて、各

地区の地域包括支援セン

ターから事実確認を行う

体制ができております。 

引き続き、高齢者虐待

に対して迅速に対応でき

るように、関係機関と連

携を行っていきます。 

 

   エ 養護者による高齢者虐

待への対応の強化 

［参考Ｐ25］ 

〈地域包括ケア推進課〉 

地域包括支援センター

やケアマネジャー、医療

機関等と情報共有を行い

高齢者虐待防止に努めま

した。 

個別の高齢者虐待事例

の対応においては、警察、

医療機関、地域包括支援

センターや居宅介護支援

事業所、介護保険サービ

ス事業所や民生委員等と

連携しながら対応するこ

とが欠かせません。 

個別事例の対応を通じ

て連携上の課題がないか

等検討してまいります。 

 

   オ 養介護施設従事者等に

よる高齢者虐待への対応の

強化 

［参考Ｐ25］ 

〈介護保険課〉 

入所系施設及び居宅介

護支援事業所に介護現場

における高齢者虐待の未

然防止、早期発見・対応を

図ることを目的に高齢者

虐待防止研修を実施し、

33事業所／63名が参加し

ました。 

養介護施設における高

齢者虐待はありませんで

した。 

左記研修は令和６年度

から実施しているため、

継続して研修の効果をモ

ニタリングしていく必要

があります。 
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標３ 

 （２）介護サービス基盤の整備 

  ① 介護人材の確保 

［参考Ｐ35］ 

〈介護保険課〉 

市が、介護職員初任者研

修を開催することにより、

市民等が介護知識・技術を

習得する機会を創出、人材

を育成し、市内介護保険事

業所への就労を促しまし

た。 

研修の実施により、資格

取得者のうち約 80％が市

内介護保険事業所で就労

することができ、人材確保

に一定の効果があると評

価しています。 

左記研修事業は令和６

年度から実施しているた

め、継続して研修の効果を

モニタリングしていく必

要があります。 

  ③ 施設サービスの整備・充実 

   ア 入所施設の整備・充実 

［参考Ｐ36］ 

〈介護保険課〉 

・介護老人福祉施設 

 増床計画なし 

・介護老人保健施設 

 増床計画なし 

・介護付有料老人ホーム 

 計画 640 床／実績 620

床 

入所施設の整備は、令和

６年４月及び令和７年２

月に公募を実施し、介護付

有料老人ホーム２事業者

を選定しました。 

・介護付有料老人ホーム

１施設目は令和６年 12

月に開設（80 床）し、年

度計画をおおむね達成

しております。 

・介護老人福祉施設及び

介護老人保健施設の令

和６年度の増床計画は

ありません。 
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事業 実績又は実施内容 評価 

基本目標３ 

 （２）介護サービス基盤の整備 

  ③ 施設サービスの整備・充実 

   イ 地域密着型サービスの

整備・充実 

［参考Ｐ36］ 

〈介護保険課〉 

・看護小規模多機能型居

宅介護（短期入所） 

 計画９人／実績８人 

・看護小規模多機能型居

宅介護（通所）（人） 

 計画 29 人／実績 29 人 

・定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

 計画 12 人／実績０人 

・認知症対応型共同生活

介護 

 増床計画なし 

地域密着型サービスの

整備は、令和６年４月及び

令和７年２月に公募を実

施し、看護小規模多機能型

居宅介護及び認知症対応

型共同生活介護の２事業

者を選定しました。 

・看護小規模多機能型居

宅介護は、工事の一部が

遅延したため令和７年

５月に開設しました。 

・定期巡回・随時対応型訪

問介護看護は応募がな

かったため未整備とな

りました。 

・認知症対応型共同生活

介護は令和６年度の増

床計画はありません。 

 

未整備となったサービ

スについては引き続き公

募を実施していくととも

に、公募の周知等を含めて

検討してきます。 

   ウ 有料老人ホームとサー

ビス付き高齢者向け住宅の

基盤整備 

［参考Ｐ37］ 

〈介護保険課〉 

・住宅型有料老人ホーム 

 480 室 

・サービス付き高齢者向

け住宅 

 220 室 

サービス付高齢者向け

住宅のうち１施設は法人

変更に伴い、令和７年度に

住宅型有料老人ホームに

転換しました。 

有料老人ホーム及びサ

ービス付高齢者向け住宅

は、事業者の自由参入・廃

止が認められていますが、

設置者である神奈川県と

情報連携を図りながら、進

めていきます。 
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２ 介護サービスの給付実績及び賦課徴収実績 

令和６年度の介護サービスの給付実績と賦課徴収実績について、以下のとおり報告しま

す。また、各実績に影響を及ぼす要因となる人口実績値及び要介護認定者数の実績値につ

いても併せて報告します。 

 

（１）人口実績値 

 令和６年度人口推計値に対し、実績値は総人口、65 歳以上人口、75 歳以上人口、高齢

化率すべてが推計値を上回りました。 

 

表１ 令和６年度人口推計値と実績値 

 推計値 実績値 差 

総人口 140,804 人 142,114 人 ＋1,310 人 

15 歳未満 － 17,401 人 － 

15 歳～40 歳未満（生産年齢） － 38,385 人 － 

40 歳～65 歳未満（生産年齢） － 50,145 人 － 

65 歳～75 歳未満（高齢者） － 14,362 人 － 

75 歳以上（高齢者） － 21,821 人 － 

65 歳以上 34,813 人 36,183 人 ＋1,370 人 

75 歳以上 20,121 人 21,821 人 ＋1,700 人 

生産年齢人口 － 88,530 人 － 

高齢者人口 － 36,183 人 － 

高齢化率 24.7％ 25.5％ ＋0.8％ 

    実績値は地域包括ケア「見える化」システムから 

  

  

地域包括ケア「見える化」システムとは 

地域包括ケア「見える化」システムは、都道府県・市町村における介護保険事業

（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援するための情報システムです。介護保険

に関連する情報をはじめ、地域包括ケアシステムの構築に関する様々な情報が本シス

テムに一元化され、かつグラフ等を用いた見やすい形で提供されます。 
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海老名市の人口推計は表２及び図１のとおりです。今後は、高齢者人口(65 歳以上人口)が

増加し、生産年齢人口（15 歳～65 歳未満人口）の減少が予想されます。 

 

表２ 海老名市の人口の推移 

年 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 

人口 人 127,707  130,190  136,516  142,114  141,416  140,039  138,032  135,578  132,870  
 

15 歳未満 人 18,215  17,886  17,660  17,401  16,633  15,913  15,658  15,284  14,627  
 

15 歳～40 歳未満 人 41,024  36,561  36,395  38,385  37,186  35,931  34,421  33,056  31,601  
 

40 歳～65 歳未満 人 44,143  45,033  46,584  50,145  49,858  47,974  44,383  42,251  40,977  
 

65 歳～75 歳未満 人 14,992  17,742  16,962  14,362  14,411  17,230  20,239  19,846  17,409  
 

75 歳以上 人 8,972  12,476  16,863  21,821  23,328  22,991  23,331  25,141  28,256  
 

生産年齢人口 人 85,167  81,594  82,979  88,530  87,044  83,905  78,804  75,307  72,578  
 

高齢者人口 人 23,964  30,218  33,825  36,183  37,739  40,221  43,570  44,987  45,665  

生産年齢人口割合 ％ 66.7  62.7  60.8  62.3  61.6  59.9  57.1  55.5  54.6  

高齢化率(海老名) ％ 18.8  23.2  24.8  25.5  26.7  28.7  31.6  33.2  34.4  

高齢化率(神奈川県) ％ 20.1  23.6  25.0  26.5  27.9  30.2  32.9  34.3  35.0  

高齢化率(全国) ％ 22.8  26.3  28.0  29.6  30.8  32.3  34.8  36.3  37.1  

地域包括ケア「見える化」システムより 

 

 

地域包括ケア「見える化」システムより 
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（２）要介護認定者数の実績値 

 令和６年度要支援・要介護認定者数は、表３のとおり推計値に対し、概ね全ての介護度

で計画値を上回りました。 

 要支援２の認定者数は、計画値を下回っていますが、図２のとおり、認定者数は増加す

る傾向にあります。 

 

表３ 令和３年度～令和６年度の認定者数（１号被保険者） 

  令和３

年度末 

令和４

年度末 

令和５

年度末 

令和６年度末 

実績 計画 計画率 

認定者数 5,383 人 5,701 人 6,037 人 6,395 人 6,121 人 104.48％ 

 要支援１ 692 人 734 人 782 人 862 人 780 人 110.51％ 

 要支援２ 897 人 936 人 945 人 970 人 1,001 人 96.90％ 

 要介護１ 1,364 人 1,415 人 1,557 人 1,620 人 1,508 人 107.43％ 

 要介護２ 811 人 864 人 952 人 991 人 967 人 102.48％ 

 要介護３ 679 人 748 人 752 人 802 人 756 人 106.08％ 

 要介護４ 589 人 629 人 667 人 738 人 704 人 104.83％ 

 要介護５ 351 人 375 人 382 人 412 人 405 人 101.73％ 

認定率（海老名） 15.9％ 16.7％ 17.6％ 18.6％ － － 

認定率（神奈川県） 18.4％ 18.7％ 19.3％ 19.8％ － － 

認定率（全国） 18.9％ 19.0％ 19.4％ 19.7％ － － 

地域包括ケア「見える化」システムより 

 

 
地域包括ケア「見える化」システムより 

 

  

P17



（３）介護サービス給付実績 

 令和６年度の介護サービス給付費は、表４及び図３のとおり施設サービス給付費、在宅

サービス給付費が計画値を上回り、居住系サービスは計画値を下回りました。 

総給付費は計画値を上回り、第１号被保険者１人あたり給付費も計画値を上回りました。 

 

表４ 令和６年度給付費の計画値と実績 

  R6 

計画値 実績値 対計画比 

総給付費  8,013,013,000 円 8,205,108,568 円 102.4% 

 施設サービス給付費 2,303,949,000 円 2,355,277,397 円 102.2% 

 居住系サービス給付費 1,302,789,000 円 1,240,544,097 円 95.2% 

 在宅サービス給付費 4,406,275,000 円 4,609,287,074 円 104.6% 

第 1 号被保険者 

1 人あたり給付費 
230,173.0 円 238,701.0 円 103.7% 

地域包括ケア「見える化」システムより 

 

 

地域包括ケア「見える化」システムより 
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 令和６年度の介護サービス別利用人数及び給付費の実績等については、表５及び表６の

とおりです。（以降の［ ］内は、各表の項番を示しています。） 

施設サービスでは、介護医療院[1-4]の実績が利用者数、給付費ともに計画を大きく上

回りました。 

居住系サービスでは、特定施設入居者生活介護[2-1]が利用者数、給付費ともに計画値

を大きく下回り、認知症対応型共同生活介護[2-3]が利用者数、給付費ともに計画値を大

きく上回りました。 

在宅サービスでは、訪問介護[3-1]、居宅療養管理指導[3-5]、短期入所療養介護（老健）

[3-10]、特定福祉用具販売[3-14]、住宅改修[3-15]、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

[3-16]、認知症対応型通所介護[3-18]が利用者数、給付費ともに計画値を大きく上回りま

した。 

通所リハビリテーション[3-8]は、利用者数が計画値を大きく上回ったものの、給付額

は計画値では、1.7％増でした。 

また、短期入所生活介護[3-9]は、利用者数、給付費ともに計画値を大きく下回りまし

た。 

 

介護サービス給付費全体実績の計画値の上振れは、第９期計画策定時に想定していた人

口推計が上振れたことに起因するものと考えられます。 

また、計画値を大きく上回る実績となったサービスについては、各サービス提供事業者

に聞き取りを行うなどして、実態調査をすることにより計画との乖離要因を分析し、第 10

期計画における介護サービス見込み量の推計精度を上げていくことが必要と考えます。 
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表５ 令和６年度サービス別利用者数（延人数） 

項番 サービス 計画値 実績値 対計画比 

1 施設サービス 

1-1  介護老人福祉施設 5,640 人 5,906 人 104.7% 

1-2  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 人 0 人 - 

1-3  介護老人保健施設 2,040 人 1,897 人 93.0% 

1-4  介護医療院 72 人 87 人 120.8% 

1-5  介護療養型医療施設 0 人 4 人 - 

1-6  小計 7,752 人 7,875 人 101.6％ 

2 居住系サービス 

2-1  特定施設入居者生活介護 4,572 人 3,970 人 86.8% 

2-2  地域密着型特定施設入居者生活介護 0 人 0 人 - 

2-3  認知症対応型共同生活介護 1,356 人 1,613 人 119.0% 

2-4  小計 5,928 人 5,583 人 94.2％ 

3 在宅サービス 

3-1  訪問介護 9,264 人 10,214 人 110.3％ 

3-2  訪問入浴介護 876 人 852 人 97.3% 

3-3  訪問看護 10,584 人 10,915 人 103.1% 

3-4  訪問リハビリテーション 3,168 人 3,197 人 100.9% 

3-5  居宅療養管理指導 13,440 人 15,053 人 112.0% 

3-6  通所介護 10,644 人 10,891 人 102.3% 

3-7  地域密着型通所介護 5,364 人 5,027 人 93.7% 

3-8  通所リハビリテーション 3,972 人 4,465 人 112.4% 

3-9  短期入所生活介護 3,384 人 3,137 人 92.7% 

3-10  短期入所療養介護（老健） 252 人 348 人 138.1% 

3-11  短期入所療養介護（病院等） 0 人 0 人 - 

3-12  短期入所療養介護（介護医療院） 0 人 0 人 - 

3-13  福祉用具貸与 26,040 人 28,446 人 109.2% 

3-14  特定福祉用具販売 360 人 478 人 132.8% 

3-15  住宅改修 396 人 458 人 115.7% 

3-16  定期巡回・随時対応型訪問介護看護 12 人 31 人 258.3% 

3-17  夜間対応型訪問介護 0 人 0 人 - 

3-18  認知症対応型通所介護 60 人 176 人 293.3% 

3-19  小規模多機能型居宅介護 660 人 602 人 91.2% 

3-20  看護小規模多機能型居宅介護 0 人 0 人 - 

3-21  介護予防支援・居宅介護支援 36,768 人 39,837 人 108.3% 

地域包括ケア「見える化」システムより 

網掛けは±10％以上 
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表６ 令和６年度サービス別給付費 

項番 サービス 計画値 実績値 対計画比 

1 施設サービス 

1-1  介護老人福祉施設 1,655,638,000 円 1,740,690,410 円 105.1% 

1-2  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 円 0 円 - 

1-3  介護老人保健施設 619,322,000 円 578,678,612 円 93.4% 

1-4  介護医療院 28,989,000 円 35,255,911 円 121.6% 

1-5  介護療養型医療施設 0 円 652,464 円 - 

1-6  小計 2,303,949,000 円 2,355,277,397 円 102.2％ 

2 居住系サービス 

2-1  特定施設入居者生活介護 905,425,000 円 788,685,636 円 87.1% 

2-2  地域密着型特定施設入居者生活介護 0 円 0 円 - 

2-3  認知症対応型共同生活介護 397,364,000 円 451,858,461 円 113.7% 

2-4  小計 1,302,789,000 円 1,240,544,097 円 95.2％ 

3 在宅サービス 

3-1  訪問介護 747,687,000 円 873,904,291 円 116.9% 

3-2  訪問入浴介護 62,866,000 円 62,348,518 円 99.2% 

3-3  訪問看護 426,937,000 円 466,265,689 円 109.2% 

3-4  訪問リハビリテーション 138,930,000 円 116,626,558 円 83.9% 

3-5  居宅療養管理指導 208,126,000 円 233,004,826 円 112.0% 

3-6  通所介護 857,936,000 円 825,184,931 円 96.2% 

3-7  地域密着型通所介護 275,677,000 円 268,354,491 円 97.3% 

3-8  通所リハビリテーション 276,514,000 円 281,179,744 円 101.7% 

3-9  短期入所生活介護 391,359,000 円 337,565,149 円 86.3% 

3-10  短期入所療養介護（老健） 19,303,000 円 24,712,166 円 128.0% 

3-11  短期入所療養介護（病院等） 0 円 0 円 - 

3-12  短期入所療養介護（介護医療院） 0 円 0 円 - 

3-13  福祉用具貸与 335,780,000 円 368,964,274 円 109.9% 

3-14  特定福祉用具販売 10,803,000 円 14,096,226 円 130.5% 

3-15  住宅改修 34,653,000 円 42,426,681 円 122.4% 

3-16  定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1,091,000 円 5,473,713 円 501.7% 

3-17  夜間対応型訪問介護 0 円 0 円 - 

3-18  認知症対応型通所介護 4,882,000 円 22,195,239 円 454.6% 

3-19  小規模多機能型居宅介護 122,392,000 円 122,715,626 円 100.3% 

3-20  看護小規模多機能型居宅介護 0 円 0 円 - 

3-21  介護予防支援・居宅介護支援 491,339,000 円 544,268,952 円 110.8% 

地域包括ケア「見える化」システムより 

網掛けは±10％以上 
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（４）賦課徴収実績 

令和６年度の介護保険料収納状況は表７のとりです。合計収納率は 99.5％と過去３年

と比較しても同程度の収納率でした。 

特別徴収と普通徴収における各所得段階の収納状況は、参考資料［参考Ｐ39］に記載し

ています。普通徴収では、収納率が 95％未満の所得段階は、第１段階、第４段階、第６段

階、第７段階、第８段階で、第７段階の収納率は最も低い 90.61％でした。 

滞納者へは、毎月、督促状を送付していますが、基準である第５段階以上の滞納者へは

督促状の送付に加えて、収納率を上げる取組を検討する余地があると考えます。 

 

表７ 令和６年度介護保険料所得段階別の現年分保険料収納率 

所得段階 年間保険料 保険料額 納付額 収納率 

第１段階 9,624 円 41,140,416 円 41,130,161 円 99.98% 

第２段階 22,476 円 53,523,966 円 53,655,269 円 100.25% 

第３段階 38,532 円 74,824,285 円 75,040,612 円 100.29% 

第４段階 56,520 円 246,614,755 円 244,985,174 円 99.34% 

第５段階 64,236 円 323,592,475 円 323,696,211 円 100.03% 

第６段階 73,860 円 284,942,792 円 283,805,919 円 99.60% 

第７段階 83,496 円 458,569,697 円 456,353,683 円 99.52% 

第８段階 105,336 円 348,638,545 円 346,406,196 円 99.36% 

第９段階 111,120 円 179,075,468 円 177,761,964 円 99.27% 

第 10 段階 116,904 円 90,364,502 円 89,778,376 円 99.35% 

第 11 段階 132,960 円 48,032,335 円 47,743,055 円 99.40% 

第 12 段階 134,892 円 26,502,195 円 26,455,595 円 99.82% 

第 13 段階 144,528 円 26,797,900 円 26,782,176 円 99.94% 

第 14 段階 147,732 円 16,570,606 円 16,501,896 円 99.59% 

第 15 段階 150,948 円 36,705,522 円 36,670,206 円 99.90% 

第 16 段階 154,164 円 40,275,345 円 40,324,359 円 100.12% 

合計  2,296,170,804 円 2,287,090,852 円 99.60% 

第１段階～第３段階は、低所得者軽減後の保険料額 

収納率が 100％を超えている理由は、還付未済の額を含んでいるため 

 

表８ 令和３年度～令和５年度 介護保険料収納率 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保険料額 2,135,291 円 2,149,204 円 2,151,580 円 

納付額 2,124,779 円 2,139,573 円 2,140,923 円 

収納率 99.5％ 99.6％ 99.5％ 
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１　【基本目標１】生きがいを持って健康生活を送るための事業推進
（１）生きがいと健康づくり

①高齢者の健康維持・増進
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 1,400人 1,400人 1,400人 1,000人

実績 460人 1,048人 1,111人 1,546人

達成率 32.9% 74.9% 79.4% 154.6%

計画 400人 400人 400人 350人

実績 89人 173人 200人 70人

達成率 22.3% 43.3% 50.0% 20.0%

計画 1,500人 1,500人 1,500人 3,000人

実績 1,751人 4,491人 3,000人 3,272人

達成率 116.7% 299.4% 200.0% 109.1%

計画 80人 80人 80人 160人

実績 71人 96人 96人 157人

達成率 88.8% 120.0% 120.0% 98.1%

計画 432人 432人 432人 349人

実績 255人 221人 289人 579人

達成率 59.0% 51.2% 66.9% 165.9%

ア 健康教育 　特定健康診査、特定保健指導、健康相談等の保健事業と連携し、市内コミュニティセンターへの
出張健康教育や生活習慣病予防のための料理教室を実施します。

延人数

イ 健康手帳の交付 　各種健康診査、がん検診等の受診結果の記録、健康相談、健康教育等の受講状況を記入し、
自己の健康管理に役立てるために健康手帳を交付します。

交付延人数

オ オーラルフレイル健診 　歯と口の健康を保ち、口腔機能の低下（オーラルフレイル）を抑えるため本市の委託医療機関に
おいて個別健診を実施します。

利用人数

ウ 健康相談 　市内コミュニティセンターへの出張健康相談や、えびな健康フェスタなどにおいて、保健師や栄養士
等が個々の状況に応じた指導及び助言を行い、健康の保持増進を図ります。

延人数

エ 訪問指導

指導人数

　療養上の保健指導が必要であると認められる方及びその家族に対し、状態に応じた、保健師・栄
養士などの専門職による指導を行います。
 「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」や糖尿病重症化予防事業、がん検診後の事
後指導等で訪問による指導を行います。

健康推進課

健康推進課

健康推進課

健康推進課

健康推進課
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１　【基本目標１】生きがいを持って健康生活を送るための事業推進
（１）生きがいと健康づくり

①高齢者の健康維持・増進
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 2,249人 2,249人 2,249人 2,790人

実績 2,097人 2,024人 2,659人 2,698人

達成率 93.2% 90.0% 118.2% 96.7%

計画 3,091人 3,091人 3,091人 3,360人

実績 3,400人 3,841人 3,431人 4,056人

達成率 110.0% 124.3% 111.0% 120.7%

計画 1,464人 1,464人 1,464人 1,400人

実績 1,178人 1,217人 1,340人 1,096人

達成率 80.5% 83.1% 91.5% 78.3%

計画 558人 558人 558人 560人

実績 590人 606人 549人 246人

達成率 105.7% 108.6% 98.4% 43.9%

計画 815人 815人 815人 560人

実績 799人 829人 949人 845人

達成率 98.0% 101.7% 116.4% 150.9%

計画 2,123人 2,123人 2,123人 2,500人

実績 2,134人 2,505人 2,445人 2,604人

達成率 100.5% 118.0% 115.2% 104.2%

計画 789人 789人 789人 1,060人

実績 844人 761人 1,051人 1,004人

達成率 107.0% 96.5% 133.2% 94.7%

カ がん検診 　健康の維持・増進とともに、がんの早期発見と早期治療を目的にがん検診を実施します。

胃がん

大腸がん

肺がん

健康推進課乳がん

子宮がん

前立腺がん

口腔がん
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１　【基本目標１】生きがいを持って健康生活を送るための事業推進
（１）生きがいと健康づくり

①高齢者の健康維持・増進
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 4,456人 3,932人 3,342人 4,210人

実績 4,465人 5,026人 4,750人 6,605人

達成率 100.2% 127.8% 142.1% 156.9%

計画 71人 69人 68人 90人

実績 75人 76人 76人 57人

達成率 105.6% 110.1% 111.8% 63.3%

計画 14.5% 16.0% 18.0% 16.0%

実績 15.5% 12.4% 12.4% 7.1%

達成率 106.9% 77.5% 68.9% 44.3%

計画 6,400人 7,200人 7,700人 7,700人

実績 5,867人 6,326人 7,050人 7,492人

達成率 91.7% 87.9% 91.6% 97.3%

計画 12人

実績 8人

達成率 66.7%

計画 100人

実績 258人

達成率 258.0%

計画 10人

実績 25人

達成率 250.0%

キ 特定健康診査 　40 歳以上 74 歳までの国民健康保険被保険者に対して、メタボリックシンドロームに着目した特
定健康診査を実施します。

受診人数

ク 特定保健指導 　特定健康診査の結果から、メタボリックシンドロームの該当者や予備群の早期発見に努め、受診者
を積極的支援レベル・動機付け支援レベル・情報提供レベルに分け、それぞれに合わせた保健指導
を実施します。 指導人数

指導率

ケ 後期高齢者健康診査 　後期高齢者医療制度の被保険者に対して、糖尿病等生活習慣病の早期発見や重症化予防を
目的とした健康診査を実施し、健康の維持・増進を図ります。

受診人数

コ 高齢者の保健事業と介護
予防の一体的な実施

　「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に係る基本方針」に基づき、特定健康診査及
び後期高齢者健康診査を所管する部署、高齢者の健康づくりを所管する部署、市民の健康増進
を所管する部署が連携し、医療関係団体等の助言を受けながら、実施事業の方針や計画の策定、
内容の見直し等を協議のうえ、事業を実施します。

重点

腎症重症化
予防指導者

数

健康状態不
明者介入者

数

低栄養予防
指導者数

国保医療課

地域包括ケア
推進課

国保医療課

国保医療課

国保医療課
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１　【基本目標１】生きがいを持って健康生活を送るための事業推進
（１）生きがいと健康づくり

①高齢者の健康維持・増進
事業 事業内容 区分 担当課

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 30人

実績 3人

達成率 10.0%

計画 198人

実績 278人

達成率 140.4%

計画 400人

実績 257人

達成率 64.3%

計画 515人 523人 518人 365人

実績 259人 422人 357人 464人

達成率 50.3% 80.7% 68.9% 127.1%

計画 5,590人 5,690人 5,790人 5,800人

実績 2,979人 4,092人 5,765人 4,867人

達成率 53.3% 71.9% 99.6% 83.9%

計画 470人 475人 480人 480人

実績 88人 134人 160人 71人

達成率 18.7% 28.2% 33.3% 14.8%

サ 高齢者訪問事業の実施 　支援が必要であるにもかかわらず、医療・介護・福祉のサービスに結びついていない地域の高齢者
に対して、医師・歯科医師が訪問し、必要なサービスにつなげ、高齢者の孤立を予防します。 また、
将来的に要介護状態となった高齢者の方も住み慣れた地域で自分らしい生活を継続できるような
支援体制を検討します。 新規

シ フレイル予防事業 　フレイルチェックを通して、自身の状態を把握し、必要な取り組み内容等を情報提供することでフレ
イル予防を図ります。

新規
重点

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

ソ 在宅リフレッシュ事業 　要介護４・５の方を在宅で介護している方、及び介護されている方を対象に介護の負担軽減やリ
フレッシュを目的として、「はり・灸・マッサージ・指圧」や「温泉施設」、「食事施設」、「理美容施設」で
使用できる助成券を交付しています。 利用人数

ス 高齢者向けスポーツの推
進

　高齢者の生きがいづくりや、健康増進を目的としたグラウンドゴルフやシルバーカルチャー教室（特殊
詐欺防止講演会の開催など）について、開催を海老名ゆめクラブ連合会に委託し、推進に努めてい
きます。 参加者数

セ プール等利用助成 　高齢者の体力の低下防止と健康の保持・増進を図ることを目的として、海老名市内に居住する
65 歳以上の高齢者に対し、高座施設組合屋内温水プール利用料の半額を助成します。

利用人数

サポーター養
成数

フルフレイル
チェック実施者

数

Ｒ６実施内容
・アンケート送付数353件
・アンケート返信者188件
【以下、アンケート返信者の内訳】
　・医科または歯科または訪問看護利用159件
　・介護保険サービス利用159件
　・医師訪問２件、歯科医師訪問６件

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

簡易フレイル
チェック 実施

者数
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１　【基本目標１】生きがいを持って健康生活を送るための事業推進
（１）生きがいと健康づくり

②就業の場の確保に向けた支援
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 850人 850人 850人 850人

実績 790人 785人 840人 760人

達成率 92.9% 92.4% 98.8% 89.4%

計画 84.0% 84.0% 84.0% 85.0%

実績 83.7% 82.0% 84.0% 86.8%

達成率 99.6% 97.6% 100.0% 102.1%

③生きがい活動への支援
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 2,900人 2,910人 2,920人 2,200人

実績 2,331人 2,276人 2,200人 2,036人

達成率 80.4% 78.2% 75.3% 92.5%

計画 50ｸﾗﾌﾞ 50ｸﾗﾌﾞ 50ｸﾗﾌﾞ 46ｸﾗﾌﾞ

実績 47ｸﾗﾌﾞ 46ｸﾗﾌﾞ 45ｸﾗﾌﾞ 44ｸﾗﾌﾞ

達成率 94.0% 92.0% 90.0% 95.7%

計画 380人 390人 395人 250人

実績 168人 201人 191人 304人

達成率 44.2% 51.5% 48.4% 121.6%

計画 2,000人 2,020人 2,025人 1,250人

実績 764人 828人 928人 1,279人

達成率 38.2% 41.0% 45.8% 102.3%

計画 20教室 20教室 20教室 16教室

実績 16教室 17教室 16教室 20教室

達成率 80.0% 85.0% 80.0% 125.0%

就業率

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

ア シルバー人材センターへの
支援

　働く意欲のある高齢者が、知識、経験、能力を活かし、自らの生きがいと社会参加の機会を促進
するため、シルバー人材センターに助成を行います。

会員数

地域包括ケア
推進課

教室数

ア ゆめクラブ活動への支援 　60 歳以上の方の仲間づくりを通しての健康づくりと地域社会への参加活動等を支援・促進するた
めに、ゆめクラブ連合会及び単位クラブへの助成を行い、高齢者の生きがい活動への支援を行いま
す。 会員数

クラブ数

イ 生きがい教室の充実 　高齢者が趣味を楽しむことにより学習や創造の喜びを得るとともに、仲間と知り合うきっかけづくりの
場とすることを目的にパソコンや手芸などの各種教室を開催します。

受講者数

延人数
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１　【基本目標１】生きがいを持って健康生活を送るための事業推進
（１）生きがいと健康づくり

④敬老意識の高揚
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 36,500人 37,000人 37,500人

実績 33,810人 34,062人 35,000人 9,912人

達成率 92.6% 92.1% 93.3%

計画 410人 415人 420人 730人

実績 486人 805人 632人 710人

達成率 118.5% 194.0% 150.5% 97.3%

計画 45人 50人 55人 80人

実績 52人 52人 59人 16人

達成率 115.6% 104.0% 107.3% 20.0%

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

ア 地域ふれあい事業 　地域でのふれあいを通じて高齢者福祉への関心と理解を深めるとともに、外出支援により高齢者自
らの生活意欲の向上を促すことを目的に実施します。

対象者数

イ 高齢者敬老祝金等の贈
呈

　多年にわたり社会に尽くしてきた高齢者を敬い、その長寿を祝うため、お祝い金やお祝い品を 88
歳、100 歳以上の方へ贈呈します。

88 歳

100 歳以上
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（１）地域包括ケアシステムについて

①地域における高齢者の生活支援及び関係機関との連携強化
ア 相談受付体制・ＰＲの充実

事業 事業内容 区分 担当課

イ 地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進
事業 事業内容 区分 担当課

地域包括ケア
推進課

Ｒ６実施内容
ａ 相談受付体制の充実 　行政、地域包括支援センター、えびな在宅医療相談室、生活支援コーディネーター、認知症初期

集中支援チーム等の機関が相談を受けた際に迅速に対応するため、各機関職員の意識向上及び
連携の強化等を含めた相談受付体制の充実を図っていきます。 また、海老名市社会福祉協議会
及び警察、神奈川県等の関係機関とも連携を図ります。

・えびな在宅医療相談室︓広報、パネル展、メール配信、民生委
員・児童委員協議会での周知、市民講演会などで相談事業の普
及を図りました。

地域包括ケア
推進課

地域共生社会の実現に向け
た取り組みの推進

　複雑化及び複合化する地域住民の支援ニーズを掘り起こし、それに対応すべく、これまでの制度に
よる縦割りを超え、対象者の属性に関わりなく庁内各関係部署と地域福祉において中心的な役割
を担っている海老名市社会福祉協議会をはじめとした関係機関との情報共有・意見交換を密に行
い、事案に対し連携して取り組む包括的かつ重層的な支援体制の推進を図ります。

・海老名市社会福祉協議会や、障がい福祉課、生活支援課、子
育て相談課、福祉政策課等関係機関との連絡会を行い、今後の
重層的な支援体制の推進について検討しました。

地域包括ケア
推進課

Ｒ６実施内容

ｂ ＰＲの充実 　介護保険の概要が記載されている「あったかいね介護保険」、主に在宅の高齢者を対象とした市の
サービスが記載されている「高齢者ガイドブック」等のパンフレットを活用し、高齢者やその家族に向け
た情報提供を行います。
　また「広報えびな」や「市ホームページ」なども活用し積極的な情報発信を実施します。

・高齢者ガイドブックを作成し、広報えびなで高齢者に向けた情報提
供を定期的に実施しました。
・市のホームページやえびなメールなどでも情報発信を行いました。
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（２）在宅支援事業

①在宅福祉サービス
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 210人 210人 210人 130人

実績 180人 116人 104人 66人

達成率 85.7% 55.2% 49.5% 50.8%

計画 400個 450個 500個 580個

実績 396個 372個 560個 412個

達成率 99.0% 82.7% 112.0% 71.0%

計画 400枚 450枚 500枚 500枚

実績 220枚 271枚 380枚 332枚

達成率 55.0% 60.2% 76.0% 66.4%

計画 14人 14人 14人 11人

実績 0人 1人 0人 0人

達成率 0.0% 7.1% 0.0% 0.0%

計画 5人 5人 5人 4人

実績 2人 1人 0人 1人

達成率 40.0% 20.0% 0.0% 25.0%

計画 1人 2人 3人 2人

実績 0人 0人 0人 0人

達成率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

計画 10人 11人 12人 10人

実績 8人 7人 8人 4人

達成率 80.0% 63.6% 66.7% 40.0%

　安否確認が必要な一人暮らしや高齢者世帯で、食事の調理や買い物などが困難な方に昼食また
は夕食をお届けします。

ア 配食サービス

　市内在住の 65 歳以上の高齢者を対象に、緊急時の連絡先等の情報を記入し保存する、えび
な安心キットや携帯できる救急安心カードを配付し、高齢者の不安解消に努めます。

イ えびな安心キット・救急安
心カードの配布

　介護者等が葬祭や事故、疾病等の理由で、一時的に居宅での介護ができなくなったとき、特別養
護老人ホームや養護老人ホーム等の施設に一定期間入所できる事業です。

ウ 寝たきり老人等短期入所

エ 老人福祉施設入所措置 　介護者等が葬祭や事故、疾病等の理由で、一時的に居宅での介護ができなくなったとき、特別養
護老人ホームや養護老人ホーム等の施設に一定期間入所できる事業です。

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

養護延人数

特養措置者
数

養護措置者
数

利用人数

安心キット

救急安心カー
ド

特養延人数
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（２）在宅支援事業

①在宅福祉サービス
事業 事業内容 区分 Ｒ６実施内容 担当課

オ 高齢者の外出
支援

　本市においては、福祉有償運送サービスをはじめ、高齢者への
外出支援として、様々な対策に取り組んでいます。
　今後、高齢化が更に進むことで、外出支援ニーズの多様化も
予想されるため、外出支援の在り方や方法について具体的に検
討します。

　ぬくもり号の門沢橋・本郷ルートが再編され、You Bus実証運行の門沢橋ルートとして運行が開始さ
れました。
主な外出支援の実績は以下のとおり
○ぬくもり号・さくら号の運行
　・運行日数︓291日
　・利用者数︓23,776人
○外出支援担い手養成講座
　 修了者数︓25名（３日間開催を２回開催）
○高齢者等移動支援事業補助金
　 補助額︓869,795円（４団体）
○You Busぬくもり乗車証
　 発行枚数︓1,877枚

福祉政策課

（参考）海老名市の外出支援
福祉有償運送サービス 

ぬくもり号・さくら号運行

高齢者等移動支援の 担い手養成

高齢者等移動支援事業を行う団体への補助

You Bus の運行

　ボランティアドライバー（登録ボランティア）所有の一般車両や福祉車両を利用し、単独での外出が困難な
方の送迎を行います（送迎例︓医療機関への通院など）。
※実施主体︓海老名市社会福祉協議会ほか

　高齢者や障がい者の外出の機会を増やし、買い物支援や健康増進につなげることを目的に、時刻表に沿っ
てワゴン型車両で指定ルートを定時巡回しています。
※段階的に You Bus へ統合

　福祉有償運送運転者講習により移動支援の担い手を育成するとともに、修了者等に対して、市内の福祉
有償運送団体や住民参加型移動支援団体への参加を促し、新たな移動支援団体の発足や担い手の充実
に向けて支援を行っています。

　地域において外出困難を抱える高齢者や障がい者等への安定した福祉移動サービス事業の提供を支援す
るため、市内の福祉有償運送団体や住民参加型移動支援団体に対し、経費の一部を助成します（上限あ
り）。

　だれにでもやさしい移動支援として You Bus（コミュニティバス及び実証運行路線）を運行しています。 ま
た、You Bus を利用する高齢者や障がい者の負担軽減を図るため、You Bus ぬくもり乗車証を発行してい
ます。乗車証を提示することで、100 円で乗車することができます（発行には申請が必要）。
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

①介護予防・日常生活支援総合事業
ア 介護予防・生活支援サービス事業

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
2,490人 2,530人 2,580人 1,300人

1,165人 1,166人 1,300人 2,220人

46.8% 46.1% 50.4% 170.8%

15人 25人 35人 10人

16人 2人 5人 1人

106.7% 8.0% 14.3% 10.0%

27人

6人

22.2%

90人 92人 95人 57人

66人 53人 55人 51人

73.3% 57.6% 57.9% 89.5%

90人 95人 100人 3人

0人 0人 0人 1人

0.0% 0.0% 0.0% 33.3%

5,370人 5,465人 5,560人 2,664人

2,263人 2,484人 2,600人 6,104人

42.1% 45.5% 46.8% 229.1%

ふれあいかみいま「ふれかみサロン」への支援内容

ふれあいかみいま「テラスさろん」への支援内容

ハッピーサロン「にこにこサロンさつき」への支援内容

利用人数

ｂ 訪問型サービスＡ 　従前の訪問介護相当サービスと異なり、市の養成講座を受講すれば、ホームヘルパーの資格がなく
てもサービス提供ができるといった、提供者の基準が緩和された事業です。具体的なサービス例とし
て、調理や掃除、ごみの分別・ごみ出し及び買い物代行などの生活援助があります。 利用人数

ヘルパー養成
数

ｃ 訪問型サービスＢ 　総合事業対象者及び要支援認定者のうち、ひとり暮らし高齢者又は高齢者のみの世帯が対象と
なります。訪問員が自宅に訪問し安否確認を行います。同時にごみ出し補助などの簡単な福祉支
援を行います。

　必要に応じて保健師、管理栄養士、歯科衛生士などが自宅を訪問し、その方に必要な助言などを
行います。

ｄ 訪問型サービスＣ

ａ 従前の訪問介護相当サー
ビス

　ホームヘルパーが家庭を訪問し、掃除や買い物などの生活援助や身体介護を行います。

利用人数

利用人数

利用人数

-

ｅ 従前の通所介護相当サー
ビス

　通所型サービスを提供する施設内にて、食事や入浴、排せつの介助、機能訓練等を行い、利用
者の心身機能の維持とともに、家族の身体的・精神的負担の軽減を図る事業です。

ｆ 通所型サービスＢ（常設
サロン）

　ＮＰＯ、ボランティア等の住民が主体となって行う、要支援者及び事業対象者を含む住民を対象
とした通いの場の運営に対し支援します。

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

計画

実績

達成率

計画

実績

達成率

計画

実績

達成率

計画

実績

達成率

計画

実績

達成率

・サロンdeカフェ開催に向けた支援
・補助金内容や地区社協運営、サロン内容などの相談対
応
・お困りごと支援についての活動支援（見直し検討に向け
たニーズ把握）

・ユースボランティア（学生ボラ）の調整やサロン内容（公
園体操、演芸会）の相談支援
・補助金内容や地区社協運営などの相談対応

補助金内容や地区社協運営、サロンdeカフェなどの相談
対応

計画

実績

達成率
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

①介護予防・日常生活支援総合事業
ア 介護予防・生活支援サービス事業

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 443人 443人 443人 800人

実績 547人 484人 417人 413人

達成率 123.5% 109.3% 94.1% 51.6%

計画 451人 451人 451人 480人

実績 299人 349人 492人 329人

達成率 66.3% 77.4% 109.1% 68.5%

計画 8人 8人 8人 3人

実績 1人 0人 0人 4人

達成率 12.5% 0.0% 0.0% 133.3%

計画 15人 15人 15人 3人

実績 0人 0人 0人 0人

達成率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

計画 2,180人

実績 4,668人

達成率 214.1%

計画 490人

実績 0人

達成率 0.0%

計画 400人

実績 0人

達成率 0.0%

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄＣ

ｈ 介護予防ケアマネジメント 　介護予防の目的である「高齢者が要介護状態になることをできる限り防ぐ（遅らせる）」「要支援・
要介護状態になってもその悪化をできる限り防ぐ」ために、高齢者自身が地域において、一人ひとりの
有する能力に応じ、自立した日常生活を送れるよう支援するもの

　通所型サービスＣとは、生活機能を改善するため運動器の機能向上や栄養改善等のプログラムを
３〜６か月の短期間で行うサービスで、保健師等によって自治会館などを会場にして行われます。
日常生活に支障のある生活行為を改善するために、個別に応じてプログラムを複合的に実施しま
す。

ｇ 通所型サービスＣ

ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄＢ

口腔機能の
向上（歯つら
つ相談）延

人数

ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄＡ

まるごと介護
予防教室延

人数

水中ウォーキ
ング教室延人

数

栄養改善
（元気アップ
食事相談）

延人数
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

①介護予防・日常生活支援総合事業
イ 一般介護予防事業

事業 事業内容 区分 担当課

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 4,795人 4,795人 4,795人 4,200人

実績 1,807人 3,383人 3,760人 5,672人

達成率 37.7% 70.6% 78.4% 135.0%

計画 913人 913人 913人 675人

実績 433人 585人 560人 479人

達成率 47.4% 64.1% 61.3% 71.0%

計画 921人 921人 921人 570人

実績 366人 471人 480人 655人

達成率 39.7% 51.1% 52.1% 114.9%

計画 289人 289人 289人 255人

実績 187人 246人 255人 207人

達成率 64.7% 85.1% 88.2% 81.2%

計画 289人 289人 289人 255人

実績 187人 246人 255人 208人

達成率 64.7% 85.1% 88.2% 81.6%

計画 289人 289人 289人 255人

実績 187人 246人 255人 325人

達成率 64.7% 85.1% 88.2% 127.5%

ｂ 介護予防普及啓発事業 　市独自で行う事業や地域の互助、民間サービスとの役割分担を踏まえつつ、高齢者を年齢や心身
の状況等によって分け隔てることなく、住民運営の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、
参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進するとともに、地域においてリハビリ
テーション専門職等を活かした自立支援に資する取組を推進し、要介護状態になっても、生きがい・
役割をもって生活できる地域の実現を推進します。

トランスフィットネス
教室（運動機能
向上）延人数

ａ 介護予防把握事業 　地域包括支援センターや民生委員児童委員、介護や医療の担当課と連携し、閉じこもり等の何
等かの支援を要する者を早期に把握し介護予防活動へつなげるように支援します。

　 一般介護予防事業（介護予防教室、こころとカラダの健康教室
等）で元気度チェックリストを実施し、支援を要する者を早期に把握
ししている。
フレイルチェックを住民ボランティアとともに実施し、支援を要する者を
早期に把握ししている。

オンライン介護
予防教室延人

数

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

Ｒ６実施内容

こころとカラダの
健康教室（と
もの輪）延人

数

脳イキイキ教室
（認知症予
防）延人数

ビナスポ活用術
（運動機能向
上）延人数

生きがい教室
（運動機能向
上））延人数
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

①介護予防・日常生活支援総合事業
イ 一般介護予防事業
ｃ 地域介護予防活動支援事業

事業 事業内容 区分 担当課

東包括 柏ケ谷 健康ストレッチサロン 継続

東建ふれあいサロン 継続

かしわ台クラルテサロン 継続

東柏ケ谷 東柏さくらサロン 継続

コミュニティサロン 継続

水曜かがやきサロン 継続

サロンつながり「健康体操」 継続

月曜サロン 継続

ビナサロン 継続

望地 望地ふれあいサロン 継続

北包括 下今泉 あさまサロン 継続

スカイハイツサロン 継続

上郷 上郷ストレッチサロン 継続

Ｒ６実施内容
（ｱ）地域版ともの輪 　こころとカラダの健康教室「ともの輪」の受講者が中心となり、地域住民や自治会、民生委員、２層

コーディネーター等地域の関係団体と協働し、住民主体で行う教室です。
　地域住民が中心になり、DVDを活用して「ともの輪」を開催できるよう、２層
生活支援コーディネーターが支援しました。 地域包括ケア

推進課

地域包括ケア
推進課

（ｲ）地域サロン（非常設サ
ロン）

　地域の方が「仲間づくり」、「生きがいづくり」を目的として集まる憩いの場で、おしゃべりをして人とのつ
ながりを作ったり、健康のために体操を行うなど、介護予防にも効果があります。
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

①介護予防・日常生活支援総合事業
イ 一般介護予防事業
ｃ 地域介護予防活動支援事業

事業 事業内容 区分 担当課
中央包括 国分北 サロン北集会所 継続

ほのぼのサロン 継続

国分南 ルネサロン 継続

おこじゅうサロン 継続

おしゃべりサロン 継続

南原サロン 継続

勝瀬 わいがやサロン 継続

中央 中央サロン 継続

さつき町包括 河原口 水ようサロン 継続

月曜サロン 継続

中新田 ひだまりサロン 継続

社家 社家いきいきサロン 継続

社家・今里ストレッチサークル 継続

国分寺台包括 国分寺台 ふれあいサロン 継続

ふれあいサロン樽井 継続

大谷北 大谷健康ストレッチ 継続

喫茶すまいる 継続

浜田町 みんなのサロン 継続

南包括 今里 今里サロン 継続

門沢橋 門沢橋ストレッチサークル 継続

杉久保北 杉久保ストレッチサークル 継続

杉久保南 杉久保ふれあいサロン 継続

Ｒ６実施内容
（ｲ）地域サロン（非常設サ
ロン）

　地域の方が「仲間づくり」、「生きがいづくり」を目的として集まる憩いの場で、おしゃべりをして人とのつ
ながりを作ったり、健康のために体操を行うなど、介護予防にも効果があります。

地域包括ケア
推進課
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

①介護予防・日常生活支援総合事業
イ 一般介護予防事業
ｃ 地域介護予防活動支援事業

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 10回 10回 10回 14箇所

実績 0回 0回 9回 25箇所

達成率 0.0% 0.0% 90.0% 178.6%

計画 270人 270人 270人 560人

実績 0人 0人 273人 723人

達成率 0.0% 0.0% 101.1% 129.1%

計画 200人 225人 250人 140人

実績 135人 124人 120人 152人

達成率 67.5% 55.1% 48.0% 108.6%

事業 事業内容 区分 担当課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

（ｳ）新・ふれあいランチ事業
（サロン・ de・カフェ）

　65 歳以上の高齢者が、支援を必要とする高齢者宅や介護保険施設などで社会貢献活動を行う
ことでポイントが付き、貯めたポイントはポイント数に応じて特典と交換できる制度です。

（ｴ）介護ボランティアポイン
ト事業（えびな元気お裾分
けクラブ）

Ｒ６実施内容

　サロンを活用して、日頃、ひとりで食事をしている高齢者が集まり、楽しく食事をし、交流の場を広げ
ることで、健康増進を図ります。

実施サロン数

参加人数

ｄ 地域リハビリテーション活動
支援事業

　地域における介護予防を機能強化するために、通所、訪問、地域ケア会議、サービス担当者会
議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の関与を促進します。

　地域ケア個別会議では神奈川県専門職派遣事業を利用し、管
理栄養士、理学療法士より介護予防のための自立を支援するため
の助言を受け、ケアマネジメントのアセメント向上を図りました。

登録者数
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

②包括的支援事業
ア 地域包括支援センターの運営【重点】

事業 事業内容 区分 担当課

海老名北地域包括支援センター

海老名東地域包括支援センター

海老名中央地域包括支援センター

ａ 基幹型地域包括支援セ
ンター

　本市の地域包括ケアシステムの中核機関として、各地域包括支援センターの統括、総合調整、後
方支援などを行います。配置された保健師、主任介護支援専門員、社会福祉士等の専門資格を
有する職員が、その専門性を生かし、困難ケースに対する技術的助言を行うほか、行政機関等の関
係機関との調整や各種保健福祉サービス等の情報提供を行うことで、各地域包括支援センターを
後方支援します。
　また、ケアマネジャーや自治会、民生委員児童委員、医療や福祉関係者など、多様な関係者及び
関係機関との連携体制の構築や、施設への実地調査等により、情報を収集し、各地域包括支援セ
ンターと共有することで、地域全体の課題把握と体制強化に努めます。

重点

　地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続
していくことができるよう、地域包括支援センターを日常生活圏域ごと６
箇所設置し、高齢者やその家族、支援者等からの相談対応等を実施し
ました。
　また、社会的課題を複合的に抱える方への相談支援は対応に苦慮す
ることから、各地域包括支援センターの統括、総合調整、後方支援など
を目的として海老名市基幹型地域包括支援センターを設置し、高齢者
虐待や複雑な社会的課題を抱える方への相談支援体制を強化いたし
ました。
　「必要な支援を包括的に提供する」という地域包括ケアシステムの考え
方のもと、相談受付体制の充実として、行政、地域包括支援センター、
えびな在宅医療相談室、生活支援コーディネーター、認知症初期集中
支援チーム等の機関が相談を受けた際に迅速に対応するため、各機関
職員の意識向上及び連携の強化等を含めた相談受付体制の充実を
図ってまいりました。

ｂ 地域包括支援センター 　本市における地域包括支援センターは保健師、主任介護支援専門員、社会福祉士等の専門資
格を有する職員が配置されています。
　市内には各地区を担当する地域包括支援センターを６か所に設置しており、市をはじめ、介護事
業所、地域団体等と連携し各地域の課題解決に努めます。

重点

　職員配置に不足が生じましたが、専門性を活かした業務分担にて多
機関と連携し、困難、虐待ケース等取り組みました。また、定期的に開
催している地域ケア会議を活用し、地域の課題を自分のこととして捉え
る力を養い、地域の力、人材育成の取り組みに繋げる取り組みに力を
入れました。

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

　市内で最も予防プラン作成数が多く、三職種の専門性を活かした業
務分担に一層取り組みました。また、地域のサロン等に出向き積極的
に地域ケア会議を開催した結果、地域課題を話合う機会が増え認知
症サポーター養成講座開催につながる等地域づくりに尽力して参りまし
た。

　年度当初は職員欠員状態でしたが、三職種の専門性を活かした業
務分担により相談対応を実施してまいりました。事務所移転となった
が、業務中断なく移転完了し、担当圏域の中央部への移転により、住
民の利便性の向上を図ることができました。

Ｒ６実施内容
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

②包括的支援事業
ア 地域包括支援センターの運営【重点】

事業 事業内容 区分 担当課
さつき町地域包括支援センター

国分寺台地域包括支援センター

海老名南地域包括支援センター

海老名市基幹型地域包括支援センター

地域包括ケア
推進課

Ｒ６実施内容
　本市における地域包括支援センターは保健師、主任介護支援専門員、社会福祉士等の専門資
格を有する職員が配置されています。
　市内には各地区を担当する地域包括支援センターを６か所に設置しており、市をはじめ、介護事
業所、地域団体等と連携し各地域の課題解決に努めます。

ｂ 地域包括支援センター

　三職種の専門性を活かした業務分担ができ、相談対応やケアマネ支
援を実施しています。地域支援体制構築のため、既存の市民活動団
体を支援、地域活動を活性化しています。新たな試みとして、民生委
員を通じて、小学校との連携を図り、福祉教育を実施していく予定で
す。

　年度途中に管理者交代がありましたが、三職種の専門性を活かした
業務分担ができ、スタッフ育成も含めて協力してチームで対応しました。
市内でも高齢化率が高い地区であり介護サービスの利用者も増加し
ています。権利擁護のケース対応が多かったものの、関係機関との連携
をはかることで解決に向けた支援を行うことができました。

　海老名市内で一番広い圏域を担当しています。その中でも、重点地
区を決め地域活動に取り組むことができました。三職種の専門性を活
かした業務分担ができ、認知症や精神疾患を有するものの未受診であ
る者など複合的な課題を有する高齢者に対しても関係機関との連携
をはかり、相談支援を進めて参りました。

　三職種の専門性を活かした業務分担ができ、市内各地域包括支
援センターからの相談対応を行い、後方支援の役割を行うことができま
した。

重点
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

②包括的支援事業
ア 地域包括支援センターの運営【重点】

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 4回 4回 4回 4回

実績 4回 4回 4回 2回

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 50.0%

計画 10回 10回 10回 11回

実績 6回 3回 4回 7回

達成率 60.0% 30.0% 40.0% 63.6%

計画 20回 20回 20回 10回

実績 7回 9回 14回 21回

達成率 35.0% 45.0% 70.0% 210.0%

計画 10回 10回 10回 12回

実績 23回 17回 12回 11回

達成率 230.0% 170.0% 120.0% 91.7%

計画 6回 6回 6回 10回

実績 5回 9回 12回 3回

達成率 83.3% 150.0% 200.0% 30.0%

計画 4回 4回 4回 10回

実績 1回 5回 4回 5回

達成率 25.0% 125.0% 100.0% 50.0%

計画 4回 4回 4回 10回

実績 3回 4回 6回 9回

達成率 75.0% 100.0% 150.0% 90.0%

ｃ 地域ケア会議の開催

中央包括

さつき町包括

基幹型包括
（地域ケア個

別会議）

東包括

北包括

地域包括ケア
推進課

国分寺台包括

南包括

重点

　個別ケース検討を含めた地域ケア会議の開催を通じて、地域における課題の抽出・解決を図りま
す。また地域ケア会議開催による多職種や関係機関とのネットワーク構築を図ります。
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

②包括的支援事業
イ 在宅医療・介護連携推進事業 

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 270件

実績 199件

達成率 － － － 73.7%

計画 3回 3回 3回 3回

実績 3回 3回 2回 2回

達成率 100.0% 100.0% 66.7% 66.7%

計画 2回 2回 2回 50人

実績 2回 2回 2回 58人

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 116.0%

ウ 生活支援体制の整備
事業 事業内容 区分 担当課

計画 13回 13回 13回

実績 109回 168回 170回

達成率 838.5% 1292.3% 1307.7%

計画 2回

実績 2回

達成率 100.0%

新規相談件数

在宅医療介護
連絡協議会開

催数

多職種研修会
参加者数

第１層協議体
（市内全域）

ａ えびな在宅医療相談室で
の相談支援の充実

　地域の在宅医療・介護の連携を支援する相談窓口を、えびな在宅医療相談室
へ委託し、市民だけでなく、地域の医療・介護関係者、地域包括支援センター等か
らの在宅医療・介護連携に関する相談を受け付けます。

　切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築のため、現状の分析、課題の抽
出、施策の立案を行います。

ｂ 在宅医療・介護の連携体
制の推進

　年齢を重ねたり、身体が不自由になったとしても自宅で安心して過ごせるように、か
かりつけ医が在宅医療に取り組む動機付けや医療職と介護職が相互の知識を身に
つけられるように、多職種向けに研修会を開催
しています。

ｃ 在宅医療を担う人材の育
成

Ｒ６実施内容
ａ 生活支援コーディネー
ター、就労的活動支援コー
ディネーターの設置

　生活支援および介護予防サービスの提供体制の構築に向け、地域の支援ニーズ
とサービスのコーディネートを行います。さらに、利用者に就労的活動を提供したいと
考える介護事業所やＮＰＯ法人等に就労の場をマッチングする就労的活動支援
コーディネーターを配置します。

　生活支援コーディネーターが地域のニーズ把握とサービスの創出に向けた
活動を行いました。

　地域におけるニーズや社会資源の状況を把握・整理を行います。また、多様な関
係主体間の定期的な情報共有や連携を行う協議体等も開催し、地域課題の把
握に努め、不足しているサービスの開発等、地域の支え合う
体制づくりを推進します。

ｂ 協議体の設置・開催

協議体開催

※第８期では第１層協議体（市
全体）及び第２層協議体（各地
域）の開催回数を記載

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

②包括的支援事業
ウ 生活支援体制の整備

事業 事業内容 区分 担当課
計画 30回

実績 27回

達成率 90.0%

計画 30回

実績 55回

達成率 183.3%

計画 30回

実績 45回

達成率 150.0%

計画 30回

実績 18回

達成率 60.0%

計画 30回

実績 24回

達成率 80.0%

計画 30回

実績 7回

達成率 23.3%

地域包括ケア
推進課

Ｒ６実施内容

第２層協議体
第５圏域

第２層協議体
第６圏域

ｂ 協議体の設置・開催 　地域におけるニーズや社会資源の状況を把握・整理を行います。また、多様な関係主体間の定期
的な情報共有や連携を行う協議体等も開催し、地域課題の把握に努め、不足しているサービスの
開発等、地域の支え合う
体制づくりを推進します。

第２層協議体
第１圏域

第２層協議体
第２圏域

第２層協議体
第３圏域

第２層協議体
第４圏域
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

②包括的支援事業
ウ 生活支援体制の整備

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 25人

実績 17人

達成率 68.0%

エ 認知症高齢者支援の推進【重点】
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 10人 15人 20人 15人

実績 9人 11人 5人 7人

達成率 90.0% 73.3% 25.0% 46.7%

ｂ 認知症地域支援・ケア向上事業
事業 事業内容 区分 担当課

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 300枚

実績 782枚

達成率 260.7%

事業 事業内容 区分 担当課

ｃ 担い手の養成・育成（一
般介護予防事業・地域介護
予防活動支援事業）

重点

ａ 認知症初期集中支援推
進事業（認知症初期集中
支援チームの運営・活用）

　認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮し続けられるようにする
ため、専門のチームが支援します。

Ｒ６実施内容

養成人数

利用人数

　高齢者等の地域住民の力を活用した多様な生活支援等サービスの創出に向けボランティア等の生
活支援の担い手の養成に努めます。 地域包括ケア

推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

Ｒ６実施内容

配布数

　地域包括支援センター全７か所に1名ずつ、認知症地域支援推
進員を配置しました。
　関係機関等と情報連携を行い、認知症の方の家族を支援する相
談業務等を行いました。
　認知症予防に関する普及啓発のため、オレンジフェスでのロバ隊長
マスコット作成や、認知症ケアパス、地域包括支援センターに関する
チラシの配布などを行いました。

地域包括ケア
推進課

（ｱ）認知症地域支援推進
員の配置および活動の推進

（ｲ）認知症ケアパスの普
及・啓発

重点

　「認知症ケアパス」とは、認知症かもしれないと不安に思っている方や認知症と診断された方、介護
家族の方など多くの方に読んでいただくため、認知症の当事者や介護家族の実際の声をもとに「いつ・
どこで・どのようなサービスが受けられるのか」の情報をまとめたものです。

（ｳ）認知症疾患医療セン
ターとの連携

　認知症の方（疑いがある方）とその家族に対し、認知症の早期発見のため、認知症疾患医療セ
ンターと連携し支援を行います。

重点

　「認知症初期集中支援チーム」を県指定認知症疾患医療セン
ター（連携型）であるえびな脳神経クリニックに委託先を変更したた
め、より専門性の高い支援体制の構築をすることができました。
　認知症疾患医療センタ―の連絡会への参加や認知症疾患医療
センターが主催する市民公開講座への講師協力などを行いました。

重点

　地域に認知症地域支援推進員を配置し、認知症疾患医療センターを含む医療機関や介護サー
ビス及び地域の支援機関の間の連携を図るための支援や認知症の方の家族を支援する相談業務
等を行います。
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

②包括的支援事業
エ 認知症高齢者支援の推進【重点】
ｂ 認知症地域支援・ケア向上事業

事業 事業内容 区分 担当課

ｃ 認知症サポーター活動促進・地域づくり支援事業
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 630人 630人 630人 400人

実績 320人 375人 300人 632人

達成率 50.8% 59.5% 47.6% 158.0%

事業 事業内容 区分 担当課
　認知症への理解促進と実践的スキルの向上を図りました。年2回
実施し、48名が受講しました。
　年３回交流会を開催し、ステップアップ講座の卒業生の交流を図
りました。

Ｒ６実施内容
（ｴ）運転免許を失った高齢
者の相談支援に関する協定

　神奈川県警察と協定で、運転免許証の更新時に行われる認知機能検査等により運転免許証を
自主返納した高齢者や、医師から認知症のおそれがあると診断され運転免許証の取消処分となった
高齢者のうち、市へ相談支援を希望する方の情報が神奈川県警察から市へ共有されます。認知症
のおそれがある高齢者を市が早期に把握し、必要な支援につなぐことでその方の生活の維持・向上が
期待されます。

重点

　毎月、神奈川県警から送付される相談支援依頼書から、必要な
高齢者へ相談支援を行います。
　令和6年度は依頼がありませんでしたが、必要な人に支援が行え
るようにしていきます。 地域包括ケア

推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

（ｳ）チームオレンジコーディ
ネーターの設置及びチームオレ
ンジの支援

　認知症と思われる初期の段階から、心理面・生活面の支援として、コーディネーターを配置し、地域
において把握した認知症の方の悩みや家族の身近な生活支援ニーズ等と認知症サポーターを中心と
した支援者をつなぐ仕組みを作ります。 重点

　チームオレンジコーディネーターを中心に、チーム活動の支援や関係
機関等との連携調整を実施し、地域での見守り・啓発活動を推進
しました。
チームオレンジ︓2チーム

養成者数重点

　認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援者として、認知症サポーターを養成
します。

（ｱ） 認知症サポーター養成
講座（任意事業）

Ｒ６実施内容
（ｲ）ステップアップ講座 　認知症サポーター養成講座を受講された方が認知症について更なる理解を深めるための認知症サ

ポーターステップアップ講座を開催しています。
重点
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

②包括的支援事業
エ 認知症高齢者支援の推進【重点】

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 140人 150人 160人 216人

実績 145人 164人 190人 160人

達成率 103.6% 109.3% 118.8% 74.1%

計画 10人 11人 12人 20人

実績 7人 9人 12人 16人

達成率 70.0% 81.8% 100.0% 80.0%

計画 140人 150人 160人 216人

実績 145人 164人 190人 160人

達成率 103.6% 109.3% 118.8% 74.1%

③ 任意事業
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 180人 180人 180人

実績 104人 150人 140人

達成率 57.8% 83.3% 77.8%

計画 25人

実績 17人

達成率 68.0%

計画 25人

実績 21人

達成率 84.0%

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

ア 家族介護支援事業

あんしん補償事
業登録者数

重点

　認知症高齢者の安全を守り、在宅介護している家族が安心して介護を続けられるよう、警察や関
係機関が連携して早期発見するための「認知症等行方不明ＳＯＳネットワーク」や、ＧＰＳを利用
した「はいかい高齢者位置探索システム」を導入しています。

ｄ 認知症高齢者見守り事
業

認知症等行方
不明ＳＯＳﾈｯ
ﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ登録

者数

位置探索利用
人数

　要介護高齢者など、家族を介護する家族介護者はいわゆる、ヤングケアラー、ビジネスケアラー、
老々介護など年齢を問わず存在しており、その中には過度の負担を引き受けざるを得ない方もいま
す。家族介護者の孤立感、負担感の軽減や家族介護者の離職防止等の観点から一層の取組が
必要となります。その取り組みの一つである「家族介護支援事業」として、高齢者を介護している家族
に対して、介護方法や介護予防・介護者の健康づくり等についての知識・技術の習得を目的とした
教室を開催します。
　また、地域包括支援センター等が行う家族介護者への相談支援等との連携を図ります。 重点

家族介護者教
室参加者

家族介護者教
室参加者
東包括

家族介護者教
室参加者
北包括
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（３）地域支援事業の充実

③ 任意事業
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 25人

実績 14人

達成率 56.0%

計画 25人

実績 19人

達成率 76.0%

計画 25人

実績 20人

達成率 80.0%

計画 25人

実績 36人

達成率 144.0%

計画 310人 310人 310人 350人

実績 261人 311人 319人 350人

達成率 84.2% 100.3% 102.9% 100.0%

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

利用人数

イ 緊急通報システム貸与 　ひとり暮らし高齢者等の不意の事故や病気等の緊急時に、ボタン一つでコールセンターを通じて消
防署や協力員に通報が行き、安否を確認して健康と安全を守るシステムです。 　24時間体制で通
報センターが受け付け、緊急時以外にも健康の相談やコールセンターからの定期連絡としての安否確
認を行います。

家族介護者教
室参加者
さつき町
包括

家族介護者教
室参加者
国分寺台

包括

家族介護者教
室参加者
南包括

ア 家族介護支援事業 　要介護高齢者など、家族を介護する家族介護者はいわゆる、ヤングケアラー、ビジネスケアラー、
老々介護など年齢を問わず存在しており、その中には過度の負担を引き受けざるを得ない方もいま
す。家族介護者の孤立感、負担感の軽減や家族介護者の離職防止等の観点から一層の取組が
必要となります。その取り組みの一つである「家族介護支援事業」として、高齢者を介護している家族
に対して、介護方法や介護予防・介護者の健康づくり等についての知識・技術の習得を目的とした
教室を開催します。
　また、地域包括支援センター等が行う家族介護者への相談支援等との連携を図ります。

重点

家族介護者教
室参加者
中央包括
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（４）権利擁護の推進

① 高齢者虐待防止対策の推進【重点】 
事業 事業内容 区分 担当課

イ ネットワーク構築 　高齢者虐待についての早期発見・見守り、保健医療・福祉サービスの介入支援、関係機関介入
支援等を図るためのネットワーク構築に努めます。
　市では「海老名市高齢者虐待対策地域連絡会」や「海老名市地域包括支援センター連絡会社
会福祉士分科会」等によりネットワーク作りや対応の検討などをしていますが、今後の在り方等も含め
て第９期計画期間中に検討を進めてまいります。

重点

　年1回、海老名市高齢者虐待対策地域連絡会を開催し、関係
機関との情報共有を図りました。

Ｒ６実施内容
　高齢者虐待の対応窓口となる地域包括支援センターや市の養護者による高齢者虐待を担当する
部署、養介護施設従事者等による高齢者虐待を担当する部署の周知徹底等を行います。
　また、国や神奈川県の発出する高齢者虐待防止対応マニュアルなどを活用し対応を行います。

ア 広報・普及啓発

重点

　高齢者虐待防止月間（11月）に合わせて、地域包括支援セン
ターと協力し高齢者虐待防止の普及啓発ポスターを作成しました。
　ポスターは市内の医療機関、薬局、コミセン、公共施設などに掲示
しました。
　デジタルサイネージ、広報等などで掲載を行い、周知を図りました。

　入所系施設及び居宅介護支援事業所に介護現場における高齢
者虐待の未然防止、早期発見・対応を図ることを目的に高齢者虐
待防止研修を実施し、33事業所／63名が参加しました。

ウ 行政機関等の連携 　高齢者虐待対応に係る警察署長への援助要請や警察からの高齢者虐待の通報等について円滑
な連携を図るように体制の整備に努めます。

重点

　警察からの高齢者虐待事案通報票により、高齢者虐待の情報共
有を行いました。
　また、高齢者虐待事例の対応について相談し、協力依頼をするこ
ともありました。

エ 養護者による高齢者虐待
への対応の強化

　自宅で高齢者等を介護している家族などによる高齢者虐待について、家族介護者への支援の視
点を踏まえつつ、適切に支援を行うことで、課題や要因の解決に努めます。

重点

　地域包括支援センターやケアマネジャー、医療機関等と情報共有
を行い高齢者虐待防止に努めました。

オ 養介護施設従事者等によ
る高齢者虐待への対応の強
化

　神奈川県と連携を密にし、協働して養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止に努めます。

重点

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課

介護保険課
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（４）権利擁護の推進

② 成年後見制度の活用
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 7人 7人 7人

実績 1人 0人 0人

達成率 14.3% 0.0% 0.0%

計画 3件

実績 8件

達成率 266.7%

計画 3件

実績 0件

達成率 0.0%

③ 高齢者消費被害対策
事業 事業内容 区分 担当課

（５）生活環境の整備
① 住みやすいまちづくり

事業 事業内容 区分 担当課

申立費用助成
件数

　成年後見制度利用事業の効果的活用により、成年後見制度の周知を図るととも
に、後見等が必要にもかかわらず申立てを行う配偶者及び原則４親等以内の親族
が不在の場合、市長申立てを実施します。候補者調整の際には本人の状況に応じ
て市民後見人等を活用します。さらに、市の相談窓口であるえびな成年後見・総合
相談センターと連携し効果的な支援を行います。

成年後見制度の活用

市長申立件数

報酬費用助成
件数 福祉政策課

住みやすいまちづくり 　高齢者や障がいのある人が社会参画するうえでの障壁を取り除き、様々な分野に
おいて積極的に参加できる「福祉のまちづくり」を進めるため、バリアフリー施設等の情
報提供を行います。

　「海老名市障がい者及び高齢者の民間賃貸住宅居住支援に関
する協定」を海老名市、海老名市宅建業者協力会、社会福祉法
人海老名市社会福祉協議会の３者で、海老名市すまいの支援の
連携に関する協定を海老名市と一般財団法人高齢者住宅財団の
２社で締結し、高齢者等の入居に関する支援や、自分らしい生活
の実現と継続に関すること等について相互に連携・協力できるように
しました。

Ｒ６実施内容

Ｒ６実施内容

高齢者消費被害対策 　悪質商法等の消費者被害を未然に防ぐ対策として、市に設置されている「消費生
活センター」と連携し、パンフレットの配布や注意喚起等の情報発信を、高齢者やそ
の家族、民生委員児童委員、介護支援専門員等へ積極的に行います。

　悪質商法等の消費者被害を未然に防ぐ対策として、認知症高齢
者で判断能力が低下している方や、既に詐欺被害に遭ってしまった
方などに対して、地域包括支援センターは「消費生活センター」と連
携し、対応してまいりました。

地域包括ケア
推進課

地域包括ケア
推進課
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２　【基本目標２】地域包括ケアシステムの一層の深化・推進
（５）生活環境の整備

② 安全・安心の対策
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 60人 60人 60人 60人

実績 8人 6人 20人 14人

達成率 13.3% 10.0% 33.3% 23.3%

計画 60人 60人 60人 60人

実績 8人 6人 20人 13人

達成率 13.3% 10.0% 33.3% 21.7%

事業 事業内容 区分 担当課

（６）市町村特別給付及び保健福祉事業の実施
① 市町村特別給付

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 580人 600人 620人 620人

実績 487人 316人 380人 451人

達成率 84.0% 52.7% 61.3% 72.7%

② 保健福祉事業【新規・重点】 
事業 事業内容 区分 担当課

Ｒ６実施内容
イ 孤立世帯・孤立死防止対
策（高齢者見守り名簿）

　65 歳以上の高齢者を対象としたリストを作成し、孤立リスクの高い世帯について、民生委員・児
童委員による定期的な見守りを行います。

　70 歳以上のひとり暮らし高齢者を対象に、生活の安全を確保するため、消防本部・女性防火推
進員の協力を得て、火気の安全点検を行っています。
　また、地震対策事業として家具の転倒防止安定板の設置を行います。 安全点検

家具転倒防止

ア ひとり暮らし高齢者安全点
検

ア デマンド型交通の実施 　「介助は必要ではないが、６５歳以上の高齢者で、自動車運転免許未保有者であり、かつ基本
チェックリストに該当する方」を対象に、新たにデマンド型交通高齢者外出支援事業を実施し、福祉
的な観点から外出支援を進めていきます。

新規
重点

　これまでの公共交通等では支援が届かない高齢者に対して、外出
機会を増やすことにより、介護予防や健康増進等を促進することを
目的に、デマンド型交通高齢者外出支援事業（実証実験）「愛
称︓えび〜くる」の運行を令和６年6月24日から開始しました。
○運行実績
　・運行日数︓201日
　・登録申込者数︓1,521人
　・利用者数︓7,871人

　（孤立世帯に関わらず）高齢者に対して日常的な見守りを実施
いたしました。
　熱中症の注意喚起を含む暑中訪問や、年末訪問も実施いたしま
した。

ウ 避難行動要支援者名簿
の作成

　災害時の避難にあたって特に支援を要する高齢者等の避難支援や安否確認を早急に実施するた
め、本人の同意を得て名簿を作成し、民生委員児童委員をはじめとした避難支援等関係者、避難
支援関係部署へ名簿を提供します。 さらに個別計画の作成を進め、関係機関と共有することで、発
災時の避難支援に役立ててまいります。

　避難支援等関係者及び避難支援関係部署に提供していた避難
行動要支援者名簿を最新のものに更新しました。
　また、令和７年度から開始する新様式での個別避難計画の作成
に向けた整備（要綱・要領等の制定及び修正など）を実施しまし
た。

利用人数

ア 介護用品等の給付 　在宅の要介護３以上の寝たきりや認知症高齢者に経済的負担の軽減のため、紙おむつなどの介
護用品等を支給します。

Ｒ６実施内容

地域包括ケア
推進課

福祉政策課

地域包括ケア
推進課

福祉政策課

福祉政策課
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３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（１）利用しやすい介護保険制度の実現

① 要介護認定の平準化
事業 事業内容 区分 担当課Ｒ６実施内容

イ 審査会等の運営
ｂ 介護保険運営協議会

　介護保険制度を適正で効果的に運営するため、市長の諮問事項の審議
及び答申、介護保険事業計画の進行状況の管理及び評価、介護保険事
業に係る調査及び研究を行っていきます。

　令和６年度は下記のとおり４回開催しました。また、第10期計画策定に向け、令和７年度の計画策定
部会設置へつながる、運営協議会のあり方について協議を重ねました。

第１回（令和６年５月10日）
　・第9期介護保険運営協議会委員の委嘱
　・えびな高齢者プラン21【第９期】概要説明
　・令和６年度介護報酬改定概要説明
　・指定地域密着型サービス事業所の指定について
　・地域包括支援センター活動状況について

第２回（令和６年７月５日）
　・えびな高齢者プラン21【第９期】における施設整備目標の
　　一部変更

第３回（令和６年10月30日）
　・第８期介護保険事業計画の進捗状況報告
　・次期計画策定に向けた協議会のあり方について
　・海老名市高齢者保健福祉計画の進捗状況の管理及び評価報告
　・居宅介護支援事業者の指定について
　・令和６年度高齢者施設事業者の選定結果について
　・海老名市地域包括支援センターの職員等に関する基準を
　　定める条例の一部改正
　・海老名中央地域包括支援センターの移転について

第４回（令和７年２月７日）
　・第８期高齢者保健福祉計画の評価報告
　・次期計画策定に向けた協議会のあり方について
　・居宅介護支援事業者及び指定地域密着型サービス事業所の
　　指定について
　・介護保険施設等の公募について

介護保険課

介護保険課

介護保険課

ア 介護認定訪問調査 　介護保険サービスの円滑な提供を図るためには、要介護認定に必要な訪問
調査を行わなければなりません。調査が認定結果に大きな影響を与えることを
十分認識し、客観性、公平性の確保が重要です。調査員には、厳正かつ客
観的な判断が要求されることから、調査基準に則った調査が行えるよう、調査
員に対する研修・指導を実施していきます。

　認定調査票全件の点検を実施しました。不備が認められた場合、その都度認定調査員に確認し、必要に
応じて認定調査票を修正するとともに、指導を実施し認定調査の平準化を図りました。また、介護認定審査
会委員を対象とした研修を1回、認定調査員を対象とした研修会を2回実施し、認定審査会や認定調査に
おける判断基準の適正化及び平準化を図りました。

イ 審査会等の運営
ａ 介護認定審査会

　介護認定審査会は、要介護認定の最終的な判定を行う審査機関であり、
慎重な審査が求められてきます。本市の介護認定審査会は３合議体により
構成されており、審査基準や判定結果の平準化を図る必要があることから、
研修などを実施し、的確な審査会運営を行っていきます。

　前項に記載した研修の他、審査会委員からの意見の吸い上げ・事務局との意見交換、審査実績の報告
等の目的で対面による全体会を2回、またそれに伴うアンケート調査を実施しました。普段の審査・判定を
行っていただく中で疑問に思うことや改善すべき点を把握し、改善策を周知し適正化及び平準化を図りまし
た。
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３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（１）利用しやすい介護保険制度の実現

② 介護サービスの適正化
ア 在宅介護及び介護予防サービスの提供

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 127,029回 132,110回 137,394回 155,897回

実績 118,997回 123,181回 140,626回 158,803回

達成率 93.7% 93.2% 102.4% 101.9%

計画 4,961回 5,258回 5,574回 6,020回

実績 5,146回 4,892回 5,504回 4,747回

達成率 103.7% 93.0% 98.7% 78.9%

計画 72回 79回 81回 1回

実績 52回 1回 1回 0回

達成率 72.2% 1.3% 1.2% 0.0%

計画 37,456回 42,700回 48,678回 60,832回

実績 42,633回 47,316回 53,350回 57,811回

達成率 113.8% 110.8% 109.6% 95.0%

計画 6,256回 7,257回 8,418回 8,098回

実績 6,200回 6,642回 7,471回 7,796回

達成率 99.1% 91.5% 88.8% 96.3%

ａ 訪問介護 　訪問介護員（ホームヘルパー）が利用者の自宅を訪問し、食事・排泄・入浴などの身体介護や、
掃除・洗濯・買い物・調理などの生活援助を行い、本人の自立を促すとともに、家族の介護負担の
軽減を図ります。

訪問介護延回
数 介護保険課

介護予防訪問
入浴介護延回

数
介護保険課

ｃ 訪問看護・介護予防訪問
看護

　病状が安定期にある方の自宅を看護師などが訪問して、医師の指示のもと、床ずれの手当てなど
療養上の世話又は必要な診療補助を行うサービスです。 訪問入浴介護

延回数 介護保険課

介護予防訪問
入浴介護延回

数
介護保険課

ｂ 訪問入浴介護・介護予防
訪問入浴介護

　訪問入浴車に簡易浴槽を積み、居宅内へ浴槽を持ち込んで入浴の介護や介助を行うサービスで
す。 訪問入浴介護

延回数 介護保険課
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３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（１）利用しやすい介護保険制度の実現

② 介護サービスの適正化
ア 在宅介護及び介護予防サービスの提供

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 2,173回 2,521回 2,924回 2,673回

実績 2,129回 2,161回 2,400回 2,600回

達成率 98.0% 85.7% 82.1% 97.3%

計画 410回 422回 434回 8,098回

実績 535回 541回 642回 698回

達成率 130.5% 128.2% 147.9% 8.6%

計画 98,582回 103,511回 108,687回 104,273回

実績 86,704回 85,520回 100,585回 104,390回

達成率 88.0% 82.6% 92.5% 100.1%

計画 37,393回 38,889回 40,444回 35,792回

実績 35,650回 35,699回 30,453回 28,859回

達成率 95.3% 91.8% 75.3% 80.6%

計画 1,559回 1,840回 2,171回 723回

実績 918回 702回 613回 598回

達成率 58.9% 38.2% 28.2% 82.7%

計画 30,181日 31,087日 32,019日 46,406日

実績 34,723日 36,926日 38,236日 37,243日

達成率 115.0% 118.8% 119.4% 80.3%

計画 1,035日 1,066日 1,098日 680日

実績 598日 349日 483日 215日

達成率 57.8% 32.7% 44.0% 31.6%

介護予防通所
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ延

回数
介護保険課

ｇ 短期入所生活介護・介
護予防短期入所生活介護

　介護老人福祉施設に短期間入所し、食事や着替え、入浴などの日常生活の介護や機能訓練を
受けるサービスです。 短期入所生活

介護日数 介護保険課

介護予防短期
入所生活介護

日数
介護保険課

ｆ 通所リハビリテーション・介
護予防通所リハビリテーション

　介護老人保健施設や病院等に通って、その施設で理学療法や作業療法などの機能訓練を受け
るサービスです。心身機能の維持、回復のために主治医の指示のもとに行われます。 通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰ

ｼｮﾝ 延回数 介護保険課

ｅ 通所介護 　要介護認定者が、日帰りで施設での入浴や食事等の日常生活上の支援、健康チェック、栄養指
導、口腔ケアなどを受けられるサービスです。 通所介護延回

数 介護保険課

ｄ 訪問リハビリテーション・介
護予防訪問リハビリテーション

　心身機能の維持、回復のために主治医が必要と認める場合に、理学療法士や作業療法士などの
専門職が訪問し、機能訓練などのサービスを提供します。 訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰ

ｼｮﾝ 延回数 介護保険課

介護予防ﾘﾊﾋﾞ
ﾘﾃｰｼｮﾝ延回数 介護保険課
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３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（１）利用しやすい介護保険制度の実現

② 介護サービスの適正化
ア 在宅介護及び介護予防サービスの提供

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 1,499日 1,544日 1,590日 2,294日

実績 2,168日 2,227日 2,074日 2,135日

達成率 144.6% 144.2% 130.4% 93.1%

計画 62日 64日 66日 47日

実績 25日 5日 23日 0日

達成率 40.3% 7.8% 34.8% 0.0%

計画 3,660人 3,879人 4,112人 4,162人

実績 3,467人 3,356人 3,433人 3,804人

達成率 94.7% 86.5% 83.5% 91.4%

計画 629人 717人 818人 418人

実績 477人 406人 318人 318人

達成率 75.8% 56.6% 38.9% 76.1%

計画 20,678人 22,125人 23,674人 30,214人

実績 22,423人 24,437人 27,449人 29,779人

達成率 108.4% 110.4% 115.9% 98.6%

計画 2,204人 2,909人 3,840人 1,535人

実績 1,635人 1,490人 1,368人 1,527人

達成率 74.2% 51.2% 35.6% 99.5%

計画 16,589人 17,087人 17,599人 22,868人

実績 18,907人 20,444人 21,781人 23,508人

達成率 114.0% 119.6% 123.8% 102.8%

計画 5,641人 6,149人 6,702人 6,400人

実績 5,355人 5,293人 5,972人 6,231人

達成率 94.9% 86.1% 89.1% 97.4%

ｋ 福祉用具貸与・介護予
防福祉用具貸与

　車いすや特殊寝台など日常生活の自立を助けるため福祉用具の貸与を行うサービスです。
福祉用具貸与

延人数 介護保険課

介護予防福祉
用具貸与延人

数
介護保険課

ｊ 居宅療養管理指導・介
護予防居宅療養管理指導

　医師、歯科医師等が居宅を訪問し療養上の指導や助言を行うサービスです。
居宅療養管理
指導延人数 介護保険課

介護予防居宅
療養管理指導

延人数
介護保険課

ｉ 特定施設入居者生活介
護・介護予防特定施設入居
者生活介護

　介護付有料老人ホームなどに入居している高齢者に、日常生活上の支援や介護を提供するサー
ビスです。 特定施設入居

者生活介護延
人数

介護保険課

介護予防特定
施設入居者生
活介護延人数

介護保険課

ｈ 短期入所療養介護・介
護予防短期入所療養介護

　介護老人保健施設や医療機関に短期間入所し、医師や看護師、理学療法士等による医学的
管理のもと、機能訓練などの医療サービスを受けるものです。 短期入所療養

介護日数 介護保険課

介護予防短期
入所療養介護

日数
介護保険課
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３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（１）利用しやすい介護保険制度の実現

② 介護サービスの適正化
ア 在宅介護及び介護予防サービスの提供

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 343人 408人 485人 375人

実績 332人 316人 317人 381人

達成率 96.8% 77.5% 65.4% 101.6%

計画 101人 117人 136人 94人

実績 87人 75人 77人 97人

達成率 86.1% 64.1% 56.6% 103.2%

計画 341人 392人 451人 334人

実績 255人 264人 242人 312人

達成率 74.8% 67.3% 53.7% 93.4%

計画 262人 312人 371人 200人

実績 129人 151人 151人 146人

達成率 49.2% 48.4% 40.7% 73.0%

計画 24,607人 25,591人 26,615人 33,303人

実績 26,827人 28,617人 30,989人 33,502人

達成率 109.0% 111.8% 116.4% 100.6%

計画 7,276人 7,858人 8,487人 6,400人

実績 7,217人 6,994人 7,594人 7,894人

達成率 99.2% 89.0% 89.5% 123.3%

イ 地域密着型サービスの提供
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 12回 12回 12回 12回

実績 12回 20回 37回 33回

達成率 100.0% 166.7% 308.3% 275.0%

計画 0回 0回 0回 0回

実績 0回 0回 0回 0回

達成率 － － － －

ａ 定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

　要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護を一体的に
提供し、定期巡回と随時の対応を行うサービスです。

定期巡回・随
時対応型訪問
介護看護延回

数

介護保険課

ｂ 夜間対応型訪問介護 　ホームヘルパーが定期的に巡回したり、通報に基づいて随時緊急事態に対応したりするなど、包括
的なサービスを提供するものです。 夜間対応型訪

問介護延回数 介護保険課

ｎ 居宅介護支援・介護予
防支援

　居宅介護支援・介護予防支援は、在宅サービスの利用に当たり、本人の身体状況や生活環境、
意向などを考慮してサービス計画を作成し、介護保険サービス事業所や施設との連絡調整を行うも
のです。

居宅介護支援
延人数 介護保険課

介護予防支援
延人数 介護保険課

ｍ 住宅改修費の支給・介護
予防住宅改修費の支給

　手すりの取り付けや段差の改修等、小規模な住宅改修について、一人につき 20 万円までの費用
を上限として、利用者負担の割合に応じ９割〜７割を支給するサービスです。 住宅改修費延

人数 介護保険課

介護予防住宅
改修費延人数 介護保険課

ｌ 福祉用具購入費の支給・
介護予防福祉用具購入費の
支給

　入浴または排せつなどの用具で貸与に適さない福祉用具等の購入費について、年間 10 万円を
上限として、利用者負担の割合に応じ９割〜７割を支給するサービスです。 福祉用具購入

費延人数 介護保険課

介護予防福祉
用具購入費延

人数
介護保険課
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３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（１）利用しやすい介護保険制度の実現

② 介護サービスの適正化
イ 地域密着型サービスの提供

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 492人 504人 516人 658人

実績 426人 498人 577人 633人

達成率 86.6% 98.8% 111.8% 96.2%

計画 12人 12人 12人 31人

実績 30人 30人 14人 17人

達成率 250.0% 250.0% 116.7% 54.8%

計画 0人 0人 0人 0人

実績 0人 0人 0人 0人

達成率 － － － －

計画 3,996人 4,076人 4,158人 5,761人

実績 4,246人 4,537人 5,142人 5,331人

達成率 106.3% 111.3% 123.7% 92.5%

計画 2,573回 2,676回 2,783回 1,591回

実績 1,976回 1,530回 1,063回 1,754回

達成率 76.8% 57.2% 38.2% 110.2%

計画 0回 0回 0回 0回

実績 0回 0回 0回 0回

達成率 － － － －

計画 1,572人 1,596人 1,632人 1,789人

実績 1,446人 1,737人 1,571人 1,793人

達成率 92.0% 108.8% 96.3% 100.2%

計画 12人 12人 12人 5人

実績 15人 5人 2人 0人

達成率 125.0% 41.7% 16.7% 0.0%

ｇ 認知症対応型共同生活
介護・介護予防認知症対応
型共同生活介護（グループ
ホーム）

　認知症の状態にある要介護（要支援）者が、共同生活を営みながら、入浴、排せつ、食事等の
介護など日常生活援助及び機能訓練を受けるサービスです。 認知症対応型

共同生活介護
延人数

介護保険課

介護予防認知
症対応型共同
生活介護 延

人数

介護保険課

ｆ 認知症対応型通所介
護・介護予防認知症対応型
通所介護

　認知症の方が地域のデイサービス事業所へ通うサービスです。個々の状態に応じたきめ細やかな介
護サービスを提供します。 認知症対応型

通所介護延回
数

介護保険課

介護予防認知
症対応型通所
介護延回数

介護保険課

ｄ 看護小規模多機能型居
宅介護

　小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み合せることにより、介護や看護のケアを一体的に受
けられるサービスです。複合型サービスとして、平成 24 年度から新たなサービスとして位置付けられま
した。

看護小規模多
機型居宅介護

延人数
介護保険課

ｅ 地域密着型通所介護 　利用定員が 18 人以下の小規模な通所介護事業所で、日常生活上の世話や機能訓練などを
提供するものです。
　在宅において家族の介護負担軽減や自立支援に効果があります。

地域密着型通
所介護延人数 介護保険課

ｃ 小規模多機能型居宅介
護・介護予防小規模多機能
型居宅介護

　サービス利用を主に生活圏域内にとどめることにより、地域の特性に応じ、多様で柔軟なサービスを
提供します。通いを基本に、利用者の状態やニーズに応じて訪問や宿泊サービスなどを同一施設で
提供するため、いずれのサービスを利用しても、馴染みの職員によるサービスが受けられることが特徴で
す。

小規模多機能
型居宅介護延

人数
介護保険課

介護予防小規
模多機能型居
宅介護延人数

介護保険課
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３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（１）利用しやすい介護保険制度の実現

② 介護サービスの適正化
イ 地域密着型サービスの提供

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 0人 0人 0人 0人

実績 0人 0人 0人 0人

達成率 － － － －

計画 12人 264人 432人 2人

実績 8人 0人 0人 0人

達成率 66.7% 0.0% 0.0% 0.0%

ウ 施設サービスの提供
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 560人 562人 565人 470人

実績 478人 467人 470人 506人

達成率 85.4% 83.1% 83.2% 107.7%

計画 167人 167人 167人 170人

実績 167人 166人 170人 165人

達成率 100.0% 99.4% 101.8% 97.1%

計画 2人 2人 2人 6人

実績 6人 6人 6人 11人

達成率 300.0% 300.0% 300.0% 183.3%

③ 低所得者対策・負担軽減策
ア 高額介護（介護予防）サービス費

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 14,183件

実績 15,866件

達成率 111.9%

計画 88件

実績 111件

達成率 126.1%

高額介護予防
サービス費件数 介護保険課

ｃ 介護医療院 　介護療養型医療施設の廃止に伴い、新たな介護保険施設として創設された施設です。要介護
者に対して「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話（介護）」を一体的に提供します。 介護医療院人

数 介護保険課

ア 高額介護（介護予防）
サービス費

　要介護者、要支援者が１ヶ月間に支払った利用者負担の合計額が一定の上限額を超えたとき
は、要介護者には高額介護サービス費として、要支援者には高額介護予防サービス費として支給さ
れます。
　高額介護（介護予防）サービス費での１ヶ月(同じ月)の利用者負担上限
額は、所得区分に応じて、世帯単位及び個人単位で設定されています。

高額介護サー
ビス費件数 介護保険課

ａ 介護老人福祉施設（特
別養護老人ホーム）

　常時介護を必要とする入所者に、施設サービス計画に基づき、介護等の日常生活上の世話、機
能訓練、健康管理及び療養上の管理を行います。
　市内の介護老人福祉施設は９施設 633 床が整備されており、多くの利用があります。

介護老人福祉
施設人数 介護保険課

ｂ 介護老人保健施設（老
人保健施設）

　慢性期医療とリハビリによって在宅復帰を目指す施設で、入所者に施設サービス計画に基づき、療
養上の管理、看護、医学的管理下における介護等の世話及び機能訓練、その他必要な医療並び
に日常生活上の介護を行うサービスを提供します。

介護老人保健
施設人数 介護保険課

ｈ 地域密着型特定施設入
居者生活介護

　有料老人ホームなどの特定施設のうち、定員が２９名以下の小規模な介護専用型特定施設に
入居する方が、日常生活上の世話や機能訓練などの介護サービスを受けることができます。

地域密着型特
定施設入居者
生活介護延人

数

介護保険課

ｉ 地域密着型介護老人福
祉施設入居者生活介護

　定員が２９名以下の小規模な介護老人福祉施設に入所する方が、日常生活上の世話や機能
訓練などの介護サービスを受けられます。

地域密着型介
護老人福祉施
設入居者生活
介護延人数

介護保険課
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３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（１）利用しやすい介護保険制度の実現

③ 低所得者対策・負担軽減策
ア 高額介護（介護予防）サービス費

事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課
計画 969件

実績 890件

達成率 91.8%

計画 22件

実績 14件

達成率 63.6%

計画 4,640件

実績 4,436件

達成率 95.6%

（２）介護サービス基盤の整備
① 介護人材の確保【重点】

事業 事業内容 区分 担当課

② 在宅介護サービス事業者の質の向上と介護給付の適正化 
事業 事業内容 区分 担当課

介護保険課
地域包括ケア

推進課

　関係機関等との連携による取組を進めるとともに、特に、介護従事経験者などの潜在的人材への
啓発や、従事者の資質の向上に向けた研修の普及などについての展開を図っていく必要があります。
　また、貴重な人材である市内の介護従事者について、市民のための介護に従事していくことが可能
となる環境整備を研究していくことも必要です。

重点

　市が、介護職員初任者研修を開催することにより、市民等が介護
知識・技術を習得する機会を創出、人材を育成し、市内介護保険
事業所への就労を促しました。

在宅介護サービス事業者の
質の向上と介護給付の適正
化

　ケアプラン指導事業やケアプラン作成技術向上のための支援を行っていきます。
　また、居宅介護支援事業者、居宅介護サービス事業者及び介護保険施設との連携を図り、質の
高い適切なケアマネジメントを行うことができるよう、関係機関相互の情報交換や連絡調整ができる
体制の構築に努めます。
　要支援者に対しては、地域包括支援センターが中心となり、サービス利用者の生活機能の回復に
つながるようなケアマネジメントを実施し、介護予防サービスの展開を図ります。

　ケアマネジメントのプロセスを踏まえた自立支援に資する根拠の明ら
かなケアプランとなっているかを、介護支援専門員と市が共に点検
し、ケアマネジメントの質の向上を図りました。
　地域包括支援センターの職員に対して、介護予防ケアマネジメント
の考え方に関する研修会を実施し、介護予防・日常生活支援総合
事業における適正はケアマネジメントについて学ぶ機会を作りました。

介護保険課

Ｒ６実施内容

Ｒ６実施内容
介護人材の確保

介護保険課

ウ 特定入所者介護（介護
予防）サービス費

　施設サービスの利用者負担を軽減するために、居住費と食費について、一定の額を超えた分につい
て、支給するサービスです。

特定入所者介
護（介護予

防）サービス費
件数

介護保険課

イ 高額医療合算介護（介
護予防）サービス費

　介護と医療の両方のサービスを利用している世帯の負担を軽減するため、１年間（８月１日〜
翌年の７月 31 日）の負担額が介護と医療を合算（世帯内の同じ医療保険に限ります。）して、
所得区分に応じた基準額を超えた場合、この超えた分が支給されます。

高額医療合算
介護サービス費

件数
介護保険課

高額医療合算
介護予防サー
ビス費件数
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３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（２）介護サービス基盤の整備

③ 施設サービスの整備・充実【重点】 
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画 633床

実績 633床

達成率 100.0%

計画 185床

実績 185床

達成率 100.0%

計画 640床

実績 620床

達成率 96.9%

計画 9人

実績 8人

達成率 88.9%

計画 29人

実績 29人

達成率 100.0%

計画 12人

実績 0人

達成率 0.0%

計画 144床

実績 144床

達成率 100.0%

介護保険課

イ 地域密着型サービスの整
備・充実

　介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らしていけるように、市民が受けることができる介
護サービスです。

重点

看護小規模多
機能型居宅介
護（短期入
所）（人）

介護保険課

看護小規模多
機能型居宅介
護（通所）

（人）

介護保険課

定期巡回・随
時対応型訪問

介護看護
（人）

介護保険課

認知症対応型
共同生活介

護
（床）

ア 入所施設の整備・充実 　介護保険サービスでは、要支援や要介護状態とならないよう予防したり、住み慣れた地域で暮らす
ことができるように在宅サービスの充実を図ることが重要ですが、虚弱な単身高齢者世帯や高齢者の
みの世帯で、高齢者
が高齢者を介護する世帯が増加していることから、施設入所のニーズは高く、入所待機者もいます。
　また、認知症や重度の要介護者が増加し、介護を行う介護者の負担軽減の観点からも、今後、
介護者や高齢者が適切なサービスの選択が行えるよう、施設の量や質の確保、充実が必要となりま
す。市としては、介護老人
福祉施設（特別養護老人ホーム）及び介護付有料老人ホームを整備することとします。

重点

介護老人福祉
施設

（床）
介護保険課

介護老人保健
施設

（床）
介護保険課

介護付有料老
人ホーム
（床）

介護保険課
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３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（２）介護サービス基盤の整備

③ 施設サービスの整備・充実【重点】 
事業 事業内容 区分 指標 R3 R4 R5 R6 担当課

計画

実績 356室 480室

達成率

計画

実績 264室 220室

達成率

（３）財政基盤の整備
① 介護保険料

❑保険料基準額 （年額）64,236 円【第９期】　（月額） 5,353 円【第９期】 
　　　　62,160 円【第８期】　　　　　 5,180 円【第８期】

ウ 有料老人ホームとサービス
付き高齢者向け住宅の基盤
整備

　有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅の基盤整備については、県と情報連携を図りなが
ら、適切に進めていきます。

重点

住宅型有料老
人ホーム 介護保険課

サービス付き高
齢者向け住宅 介護保険課

P37



３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（３）財政基盤の整備

② 費用の実績と推計
担当課︓介護保険課

R3 R4 R5 R6 R6 R6
実績 実績 実績 計画 実績 執行率

介護給付費 7,370,740 7,563,317 8,037,727 8,454,311 8,627,120 102.0%

介護サービス給付費 6,762,665 6,991,293 7,450,077 7,814,584 7,986,397 102.2%

居宅サービス費 3,460,082 3,627,962 3,944,490 4,243,507 4,255,752 100.3%

地域密着型サービス費 727,325 730,543 781,125 814,523 869,760 106.8%

施設サービス費 2,182,918 2,214,241 2,272,656 2,297,311 2,355,277 102.5%

居宅介護支援費 392,340 418,547 451,806 459,243 505,608 110.1%

介護予防給付サービス費 225,377 207,381 210,640 230,104 218,709 95.0%

介護予防サービス費 186,937 170,391 171,987 192,351 179,212 93.2%

地域密着型介護予防サービス費 3,400 2,970 1,735 1,577 837 53.1%

介護予防支援費 35,040 34,020 36,918 36,176 38,660 106.9%

特定入所者介護等サービス費 144,621 120,074 121,027 162,100 119,245 73.6%

高額介護等サービス費 188,831 193,345 200,328 209,530 245,497 117.2%

高額医療合算等サービス費 27,184 28,445 31,866 30,470 33,856 111.1%

審査支払手数料等諸費 7,720 7,906 7,215 7,523 7,618 101.3%

市町村特別給付費 14,342 14,873 16,574 0 15,798 －

地域支援事業費 454,014 461,072 453,204 467,929 422,853 90.4%

介護予防・日常生活支援総合事業費 242,093 246,342 236,967 250,120 213,949 85.5%

包括的支援事業・任意事業費 211,921 214,730 216,237 217,809 208,904 95.9%

合計 7,824,754 8,024,389 8,490,931 8,922,240 9,049,973 101.4%
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３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（３）財政基盤の整備

③ 介護保険料賦課徴収方式
担当課︓介護保険課

所得段階 年間保険料 月額保険料 保険料額 納付額 収納率 保険料額 納付額 収納率 保険料額 納付額 収納率

第１段階 9,624円 802円 41,140,416円 41,130,161円 99.98% 31,921,948円 32,474,491円 101.73% 9,218,468円 8,655,670円 93.89%

第２段階 22,476円 1,873円 53,523,966円 53,655,269円 100.25% 49,435,228円 49,642,864円 100.42% 4,088,738円 4,012,405円 98.13%

第３段階 38,532円 3,211円 74,824,285円 75,040,612円 100.29% 71,541,633円 71,848,675円 100.43% 3,282,652円 3,191,937円 97.24%

第４段階 56,520円 4,710円 246,614,755円 244,985,174円 99.34% 215,877,126円 216,000,792円 100.06% 30,737,629円 28,984,382円 94.30%

第５段階 64,236円 5,353円 323,592,475円 323,696,211円 100.03% 319,963,407円 320,145,826円 100.06% 3,629,068円 3,550,385円 97.83%

第６段階 73,860円 6,155円 284,942,792円 283,805,919円 99.60% 263,104,641円 263,327,461円 100.08% 21,838,151円 20,478,458円 93.77%

第７段階 83,496円 6,958円 458,569,697円 456,353,683円 99.52% 430,908,160円 431,289,169円 100.09% 27,661,537円 25,064,514円 90.61%

第８段階 105,336円 8,778円 348,638,545円 346,406,196円 99.36% 312,178,374円 312,385,292円 100.07% 36,460,171円 34,020,904円 93.31%

第９段階 111,120円 9,260円 179,075,468円 177,761,964円 99.27% 150,848,908円 150,933,320円 100.06% 28,226,560円 26,828,644円 95.05%

第１０段階 116,904円 9,742円 90,364,502円 89,778,376円 99.35% 74,190,462円 74,219,688円 100.04% 16,174,040円 15,558,688円 96.20%

第１１段階 132,960円 11,080円 48,032,335円 47,743,055円 99.40% 37,227,576円 37,249,736円 100.06% 10,804,759円 10,493,319円 97.12%

第１２段階 134,892円 11,241円 26,502,195円 26,455,595円 99.82% 19,856,488円 19,902,488円 100.23% 6,645,707円 6,553,107円 98.61%

第１３段階 144,528円 12,044円 26,797,900円 26,782,176円 99.94% 20,282,572円 20,333,960円 100.25% 6,515,328円 6,448,216円 98.97%

第１４段階 147,732円 12,311円 16,570,606円 16,501,896円 99.59% 13,023,433円 13,023,433円 100.00% 3,547,173円 3,478,463円 98.06%

第１５段階 150,948円 12,579円 36,705,522円 36,670,206円 99.90% 28,215,213円 28,240,371円 100.09% 8,490,309円 8,429,835円 99.29%

第１６段階 154,164円 12,847円 40,275,345円 40,324,359円 100.12% 31,325,436円 31,400,312円 100.24% 8,949,909円 8,924,047円 99.71%

合計 2,296,170,804円 2,287,090,852円 99.60% 2,069,900,605円 2,072,417,878円 100.12% 226,270,199円 214,672,974円 94.87%

第１段階〜第３段階は、低所得者軽減後の保険料額
収納率が100％を超えている理由は、還付未済の額を含んでいるため

所得段階別収納額（現年分）第９期 特別徴収 普通徴収

P39



３　【基本目標３】介護保険制度の適正な運営 
（４）災害・感染症への対応

事業 事業内容 区分 担当課

② 感染症への対応 　感染拡大防止における周知啓発を行うとともに、必要な情報提供を行いながら、
介護事業所との連携体制の強化を図ります。
　また、市内の介護事業所がサービスの提供を継続できるように、介護情報等の適
格な情報発信に努め、各種衛生用品の在庫の把握や要請量の取りまとめ報告等
を行います。
　感染症が発生した場合には、介護事業所の対応状況等を速やかに把握するとと
もに、必要に応じた助言指導を行います。

　介護事業所で感染症が発生した際、感染状況を確認し、各種衛
生用品の在庫の把握や要請量の取りまとめを行い支援しました。な
お、コロナウイルス感染症については、延べ80施設から感染者発生
の報告があり、７施設に対して抗原検査キットを配付しました。

介護保険課

介護保険課

Ｒ６実施内容
① 災害への対応 　平常時には、市内の社会福祉施設等の被災状況を速やかに把握できるよう、情

報収集体制を整備します。
　また、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に立地する施設等における避難確
保計画の作成状況の把握に努め、未作成の施設等においては、制度の周知徹底
を図るとともに、避難確保計画の作成支援を行います。

　浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に立地する施設等におけ
る避難確保計画の作成状況を確認し、未作成の施設等に制度の
周知徹底を図り、避難確保計画の作成支援を行いました。
　市内入居系施設に対して、防災ラジオの設置状況を調査し、未
設置の希望する施設には追加で配付しました。
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令和 7 年 10 月 
海老名市介護保険運営協議会 

 

資料 3  

 
居宅介護支援事業者の指定について 
〜タツミケアプランセンター海老名〜 

〜 

※イラストはイメージです。 
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居宅介護支援事業者を指定しましたので、ご報告いたします。 
 
 
 
（１）申請者 

① 名称  株式会社メディプラス 
② 所在地 横浜市西区みなとみらい 2-3-5  
③         クイーンズタワーC 棟８階 
④ 代表者 代表取締役 松本竜馬（まつもとりょうま） 

 
（２）事業所の内容 

① 名称      
タツミケアプランセンター海老名 

② 所在地     
海老名市中央 3-3-32  
グランドール海老名 702 号室 

③ サービス種類 
居宅介護支援 

④ 指定年月日 
令和７年 10 月１日 

 
（３）従業者の内容 

従業者の職種・員数 介護支援専門員 
専 従 管理者と兼務 

 常勤 3 1 

 
 
 
（１）人員等に関する基準 

海老名市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定め
る条例施行規則第３条・第４条 

以下のとおり基準は満たしている。 
職 種 資格要件等 配置状況等 

管理者 ・主任介護支援専門員 ・令和４年度主任介護支援専門
員研修受講済み。 
・常勤で介護支援専門員と兼務 

介護支援専門員 ・常勤 1 名以上 ・常勤３名 
・常勤で管理者と兼務 

1 居宅介護支援事業者の指定申請の内容 

２ 居宅介護支援の人員基準・設備基準等 
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（２）設備等に関する基準 
海老名市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定め
る条例施行規則第２１条 

以下のとおり基準を満たしている。 
項 目 基準等 設備等の状況 

専用区画 ・運営を行うために必要な
広さを有する 

・マンションの１室 

設備及び備品 ・サービス提供に必要な設
備及び備品 

・電話 
・ＦＡＸ 
・パソコン 
・テーブル、椅子 
・鍵付きキャビネット 

 

 

                        
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲相談室 ▲備品（鍵付きキャビネット） 

▲事務室 ▲玄関 

３ 現地写真 
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令和７年 10 月 
海老名市介護保険運営協議会 

 
令和７年度 介護保険施設の公募結果について 

〜介護付有料老人ホームを選定〜 
〜 

資料 4 

※イラストはイメージです。 
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市では、介護保険事業計画に基づき、介護保険施設等の計画的な整備を進めて

おります。第９期介護保険事業計画では、入所施設の「介護老人福祉施設（特別

養護老人ホーム）」、「介護付有料老人ホーム」を、地域密着型サービスの「看護

小規模多機能型居宅介護」、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」、「認知症対応

型共同生活介護（グループホーム）」の整備を予定しています。 

なお、令和６年度中に地域密着型サービスの「看護小規模多機能型居宅介護」

及び「認知症対応型共同生活介護（グループホーム）」の選定は終了しています。 

 
【入所施設の整備・充実】 
 
 
 
 
 
 
【地域密着型サービスの整備・充実】 
 
 
 
 
 
 
 
  
そのうち、令和７年度に選定予定の定期巡回・随時対応型訪問介護看護、介護

付有料老人ホーム、及び、介護老人福祉施設の事業者を募集し、応募事業者に対

する審査・選定を行った結果、次のとおりとなりました。 
 
選定された事業所による施設整備終了後、人員・設備などの指定基準を満たし

ていることを確認した後に介護サービスの提供が開始されます。 
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令和７年 4 月 1 日（月曜日）から 5 月３０日（金曜日）まで 

 

 

 

 

サービス種類 募集内容 応募者数 
定期巡回・随時対応型訪問介
護看護 

1 施設 応募なし 

介護付有料老人ホーム 52 床以下 2 事業者 
介護老人福祉施設 100 及びショートステイ

10 床以上 
応募なし 

 

 

 

【介護付有料老人ホーム】 

法人名 法人所在地 

株式会社デジタルヘルス 東京都港区新橋三丁目１１番１号 

整備予定地 
海老名市杉久保南２丁目１８７５－１  

外１筆 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」及び「介護老人福祉施設」につきまし
ては、必要整備数に達していないため、令和８年度中に再度募集を行う予定です。 

1 公募期間 

２ 公募内容及び応募者数 

３ 選定事業者 

４ その他 
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保健福祉事業の実施状況について

1

令和７年10月23日
介護保険運営協議会

保健福祉部 福祉政策課

資料５



１ 実証実験の状況及び利用者の要望

２ 実証運行期間の延長および運行内容の一部見直し

【参考】You Bus実証運行の運行内容及び事務移管

2



3

１ 実証実験の状況及び利用者の要望①

①登録申込者数 （令和７年９月末時点） ②利用者数 （令和７年９月末時点）

◆延べ利用者数

◆１日あたりの利用者数

期間中の最高値 86人/日

46人

490人
759人806人

1,042人986人909人915人903人1,015人
1,122人1,164人

1,336人
1,565人

1,337人1,420人

7人90人158人168人247人220人188人205人203人207人205人239人250人302人238人304人

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人
月別 延べ利用人数と同乗者数

延べ利用人数
（月別）

うち
同乗者

期間計：15,815人

9.2人21.3人
34.5人38.4人45.3人47.0人41.3人39.8人45.2人48.3人51.0人52.9人

59.5人67.1人60.5人64.6人

0.0人
50.0人
100.0人

１日あたり利用者数の推移（平日のみ）



登録者数

200人以上

150～199人

100～149人

50～99人

0～49人

【　　　　】 利用率

（実利用者/登録者）

※平均54.4％

（　　　　） 65歳以上人口※

に占める登録者

の割合

　　※免許所持者含む

上今泉281人
【49.8%】
(7.6%)

東柏ケ谷150人
【58%】
(4.1%)

国分北140人
【55.0%】
(6.1%)

さつき町90人
【32.2%】
(11.5%) 国分寺台191人

【60.2%】
(8.6%)

柏ケ谷68人
【66.2%】
(3.8%)

国分南105人
【57.7%】
(5.1%)

杉久保北67人
【53.7%】
(3.8%)

中新田156人
【58.3%】
(6.7%)

社家61人
【60.7%】
(6.4%)

杉久保南74人
【68.9%】
(6.3%)

河原口81人
【51.9%】
(5.4%)

望地13人
【76.9%】
(3.7%)

泉19人
【73.7%】
(4.4%)上郷52人

【63.5%】
(6.3%) 中央23人

【52.2%】
(2.5%)

今里34人
【52.9%】
(5.0%)

中河内5人
【100.0%】

(3.0%)

本郷50人
【50.0%】
(6.4%)

中野68人
【42.6%】
(9.0%)

門沢橋64人
【43.8%】
(4.5%)

大谷北80人
【46.3%】
(5.7%)

4

１ 実証実験の状況及び利用者の要望②

③地域別の登録者数及び利用率 ④利用の傾向

◆土曜日の利用は平日に比べて少なく、平日１日あたり６０名程度
の利用があるのに対し、土曜日は１日あたり２０名程度の利用
となっている。

◆付添人の同乗は１日あたり１名程度が乗車している状況。

⑤利用者アンケート等の結果

事業の満足度

送付数 1250
回答者数 931
回答率 74.5%

アンケート実施期間
令和７年６月12日～６月30日

継続希望
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２ 実証運行期間の延長および運行内容の一部見直し

２ えび～くる運行内容の一部見直しの背景

市で運行しているぬくもり号・さくら号について、運転手の高齢化や無償で運行していることから、

事業の継続性について課題を抱えており、来年の５月末を目途に運行を廃止する。
それに伴い、ぬくもり号・さくら号の利用者をえび～くるで取り込む必要がある。

海老名駅周辺や市役所周辺の公共施設等を結び、
市内２ルート（上今泉ルート・東柏ケ谷ルート）で運行。

（１）利用対象者
①市内在住で65歳以上の方およびその介助者
②市内在住で障がいのある方およびその介助者

（２）利用料金
無料

１ 実証運行期間の延長
令和８年５月３０日（土）まで運行期間を延長

【参考】ぬくもり号・さくら号の概要
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２ 実証運行期間の延長および運行内容の一部見直し

３ １２月１日からの運行内容
（１） 利用対象者の拡大

運行終了予定のぬくもり号・さくら号の利用者を取り込むため、障がい者を利用対象にするとともに、
妊婦や未就学児連れも同様に移動が困難な方がいることから、えび～くるにより外出を支援をする。

ぬくもり・さくら号 現えび〜くる（11月まで） えび〜くる（12月１日〜） 利用料金

高齢者 65歳以上
※付添人可

65歳以上の免許未保有者で
一定要件を満たす方 ※要
介護要支援は付添人可

海老名市在住の65歳以上の
ご家庭の自家用車での移動手
段がない方で一定要件を満た
す方
※全登録者に付添人を認める

５００円
ただし、利用登録者同士２人
が乗車する場合は、２人で１
乗車５００円
※付添人も５００円

障がい者 ○※付添人可 ×

海老名市在住で障がい者手帳
所持又は特定医療費（指定難
病）受給者証を所持している
方でご家庭の自家用車での移
動手段がない方
※全登録者に付添人を認める

５００円
※付添人も５００円

妊婦
未就学児連れ × ×

次のうち自家用車での移動手
段がない方
・母子手帳の交付を受けてい
る妊婦
・未就学児連れの親１人
※未就学児は２人まで同乗可
※小学校に入学する年の３月
31日まで

５００円

※未就学児は２人まで無料

95.5％

4.5％
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２ 実証運行期間の延長および運行内容の一部見直し

（３） えび～くるの綾瀬市内の乗り入れについて

①綾瀬市内への乗り入れ箇所
・綾瀬市役所
・綾瀬厚生病院
・中央公民館

②利用料金
片道５００円

（４） 車両台数について

変更なし

平 日 ４台
土曜日 ２台

（２） ぬくもり号・さくら号利用者に対するトライアルチケットの実施について

ぬくもり号・さくら号の利用者に対し、えび～くるのトライアルチケット（無料券）を４回分配布し、
登録申請を促す。
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【参考】You Bus実証運行の運行内容及び事務移管

１ You Bus実証運行の運行内容

【実証運行の変遷】
令和５年１０月１日 You Bus実証運行 下今泉ルート 開始
令和６年 ４月２３日 You Bus実証運行 門沢橋ルート 開始
令和６年１０月１日 下今泉ルート実証運行期間の延長（令和７年１０月３１日まで）
令和６年１１月１日 門沢橋ルート実証運行期間の延長（令和７年１０月３１日まで）

運行内容の一体的な見直し（ダイヤ改正等）
令和７年 ６月１日 運賃改定（大人：300円、ぬくもり乗車証利用者：200円）

令和７年１１月１日 両ルート実証運行期間の延長（令和８年１０月３１日まで）

№ 項目 下今泉ルート

1 運行区間 下今泉～海老名駅周辺（13㎞）

２ 運行時間 ８時台～19時台

３ 運行便数 19便/日（２系統）

４ 停留所数 17箇所※バス停300ｍに基づき設定

５ 使用車両 ワゴン車・定員12名※乗務員除く

６ 運行体制 運転士７名車両４台（委託：相鉄バス）
※門沢橋ルートを含む（２ルートの一体的運行）

７ 運行経費 約550万円/月

８ 運賃 ３00円【ぬくもり乗車証利用者：２00円】
※交通系ICカードの利用可能

門沢橋ルート

本郷・門沢橋～海老名駅周辺（15㎞）

８時台～19時台

14便/日（２系統）※社家駅発便あり

25箇所 ※バス停300ｍに基づき設定

ワゴン車・定員12名※乗務員除く

運転士７名車両４台（委託：相鉄バス）
※下今泉ルートを含む（２ルートの一体的運行）

約510万円/月

３00円【ぬくもり乗車証利用者：２00円】
※交通系ICカードの利用可能
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【参考】You Bus実証運行の運行内容及び事務移管

２ You Bus実証運行の事務移管

多くの方に利用いただいており、地域の交通手段として着実に定

着してきているが、その利用者の約８割が６５歳以上の高齢者

№ 項目 下今泉ルート 門沢橋ルート 合計

1 累計利用者数 ６２，８１２ 人 ４０，８０５ 人 １０３，６１７ 人

2 平均利用者数/日 ８９．６ 人 ８２．６ 人 ８６．１ 人

3 公費負担率 ９３．４ ％ ９３．２ % ９３．３ %

4 ぬくもり乗車証利用率 ７５．６ ％ ８１．９ % ７８．８ %

実証運行の累計実績

You Bus実証運行事業を福祉部門（福祉政策課）に事務移管すること

で、えび～くるとの一体的な事業運営により、高齢者の外出を支援

You Bus
実証運行

えび～くる

一体的に高齢者の移動を支援

（下今泉ルート：R5.10.1～R7.8.31 門沢橋ルート：R6.4.25～R7.8.31）


